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第１章 職業能力開発制度 

 

１ 職業能力開発制度の変遷 

（１）職業訓練の発足 

わが国の職業訓練制度は、昭和 22年 10 月に制定された労働基準法に基づく企業内の

技能者養成制度と、同年 12 月に制定された職業安定法に基づき、失業対策を目的として

公共機関が行う職業補導事業の２つの体系によって発足した。 

 

（２）職業訓練法の制定 

経済成長の高度化とともに熟練した技能者の養成と、技能者の社会的・経済的地位の

向上を図る必要から、昭和 33 年７月に職業訓練法（旧法）が施行され、従来の２系統を

統一し、公共職業訓練・事業内職業訓練および技能検定の３つを柱とする現在の職業訓

練制度の基盤が築かれた。 

しかしながら、その後の高度経済成長下における本格的な労働者不足、新規学卒就職

者の学歴構成の変化、技術革新の進展による技能の多様化などの諸情勢は、職業訓練体

系の大幅な変革を促すこととなった。 

このため、昭和 44 年 10 月に職業訓練法（旧法）を廃止し、生涯職業訓練の推進等を

掲げた新たな職業訓練法（新法）が施行された。 

 

（３）職業訓練法の改正 

 昭和 40年代後半からの経済成長の著しい変容は、雇用情勢および産業構造に大きな

変化をもたらし、職業訓練制度もこれに対応した新たな役割を果たすことが求められる

ようになり、昭和 53 年５月に同法の一部改正が行われた。 

この改正では、技能者または技能者になろうとする人々に対し、職業に必要な知識や技

能を習得させるため職業訓練を計画的・体系的に行うことはもちろん、労働者の職業訓

練の理念を明らかにし、民間と国および都道府県が一体となった幅広い機動的な職業訓

練の実施体制の確立と推進が図られた。 

 

（４）職業能力開発促進法の施行 

技術革新の進展、高齢化社会への移行、サービス経済化の進行など、職業訓練を取り

巻く環境条件の変化に対応して従来の制度を発展させるため、従来の「職業訓練法」を

「職業能力開発促進法」に改め、職業生活の全期間にわたる労働者の職業能力の開発お

よび向上について総合的かつ計画的に促進することができる体制を確立することを内容

とした法律改正が行われ、昭和 60年 10 月に施行された。 

この改正では、次のことを目的として、生涯職業能力開発を統合的に推進する枠組み

の整備がされた。 
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① 業務の遂行の過程内において行われる教育訓練（ＯＪＴ）や企業外の教育訓練施設

に派遣して行われる教育訓練（ｏｆｆ－ＪＴ）、労働者の自己啓発のための有給教育

訓練休暇の付与等も職業能力開発の一環とし、事業主等による職業能力開発を生涯職

業能力開発の基礎として重視する。 

② 公共職業訓練施設における職業訓練を地域のニーズ等に適合して弾力的に実施する

ことや他の教育訓練施設の活用を拡大する。 

 

（５）職業能力開発促進法の改正 

① 平成４年の法改正 

    若年労働力の減少等労働力供給の変化、技能ばなれの風潮の強まり等の中で、職業

能力開発の一層の促進を図るため、公共部門の教育訓練体制の整備充実による高度で多

様な職業能力開発機会の提供、技能を尊重する気運を醸成するための技能の振興施策の

推進等を内容とする一部改正が行われ、平成５年４月に施行された。  

② 平成９年の法改正 

    急激な産業構造の変化の中で、製品等の高付加価値化や新分野展開等、事業活動の

高度化に対応しうる高度で多様な人材の育成が急務となるとともに、高度化する業務を

遂行するには、創造性の発揮のような労働者個人に依存する職業能力が求められること

等により個人の自発的な職業能力開発の取組みが重要となり、公共職業訓練の高度化を

図るための体制整備、および個人主導による職業能力開発の取組みを支援することを内

容とする一部改正が行われ、労働者の自発的な職業能力開発の促進については平成９年

７月に、公共職業訓練の高度化にかかる部分については平成 11 年４月に施行された。 

この改正は、 

    ア 公共職業訓練の高度化のための体制整備として、職業能力開発短期大学校で行

っている高度職業訓練（専門課程、専門短期課程）に加え、専門的かつ応用的な職

業能力を開発・向上させるための長期間の高度職業訓練を行う施設を「職業能力開

発大学校」とし、現在の職業能力開発大学校は、職業訓練指導員の養成、職業能力

の開発・向上に関する調査・研究に加え、公共職業能力開発施設等における円滑な

職業訓練の実施に資する先導的・中核的な職業訓練を行う等、職業能力の開発・向

上の促進に資するための業務を総合的に行う職業能力開発総合大学校とする。 

  イ 労働者の自発的な職業能力開発の促進として、職業能力の開発および向上の促     

進は、労働者の自発的な職業能力の開発および向上のための努力を助長するように

配慮しつつ行われることを法の基本理念に追加するとともに、労働者に対する相談

援助や長期教育訓練休暇の付与など自発的な職業能力開発のための援助を事業主

の措置として位置づけ、そのような環境整備を行う事業主等に対する国の助成等を

講ずる。 

などを内容とし、これに基づき、高度職業訓練の訓練課程の新設（応用課程、応用短期

課程）や雇用促進事業団による職業能力開発大学校の新設（既存の職業能力開発短期大

学校のブロック別統合）等が行われた。  
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  ③ 平成 11年の法改正 

平成 10 年５月に閣議決定された地方分権推進計画で定められた内容に則り、地方分

権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律において、職業能力開発促進法お

よび雇用保険法の関係規定の一部改正が行われ平成 12 年４月に施行された。 

この改正では、機関委任事務の廃止に伴う都道府県が行う事務の見直し、都道府県職

業能力開発短期大学校等の設置にかかる国の認可の見直し、都道府県職業能力開発審議

会の必置規定の見直し、および都道府県が徴収する手数料についての規定整備が行われ

た。 

  ④ 平成 13年の法改正 

   労働者の職業生活の設計に即した自発的な職業能力開発を促進するため、関係者の責

務および事業主が必要に応じて講ずる措置を定めるとともに、技能検定試験に関する業

務を行わせることができる民間試験機関の範囲および当該民間試験機関に行わせるこ

とができる業務の範囲の拡大を通じて、職業能力評価制度を整備することを内容とする

一部改正が平成 13 年 10 月に施行された。 

  ⑤ 平成 18年の法改正 

    若年失業者の増加や団塊世代の引退に伴い、技能継承が課題であることから、若者

に実践的な職業能力を取得させ、現場を支える人材として育成していくため「実習併用

職業訓練制度」が創設された。 

   また、事業主がその雇用する労働者の職業生活設計に即した自発的な職業能力の開発

を促進するために必要に応じて講じる措置として、「再就職準備休暇の付与」「勤務時

間短縮措置」等が追加された。 

    さらに都道府県に置く審議会等の必置規制が緩和され、任意設置とされた。 

   ⑥ 平成 23年の法改正 

    地域の自主性および自立性を高めるための改革の推進に取り組むため、地域主権戦

略大綱を踏まえ、地方公共団体に対する義務付けを規定している関係法律の改正が行わ

れることとなった。 

   これに伴い、都道府県職業能力開発計画の策定などが努力義務化、例示化され、また、

公共職業能力開発施設の設置や都道府県知事による職業訓練の認定について、事前承認

が廃止されることになった。 

 さらに、職業訓練の基準、職業訓練を受ける求職者に対する措置、職業訓練指導員資

格については、条例で定めることとされた。 

   ⑦ 平成 27年の法改正 

少子化や労働力人口の減少が見込まれる中、次代を担う青少年の雇用の促進等を図

り、その能力を有効に発揮できる環境を整備するため、青少年の職業選択の支援ならび

に職業能力の開発および向上に関する措置等を総合的に講ずるため、勤労青少年福祉法

等の一部を改正する法律において、関係法律の改正が行われた。 

これに伴い、労働者の職務経歴や職業能力等を明らかにするジョブ・カード（職務

経歴等記載書）の普及・促進やキャリアコンサルタントの登録制の創設など、職業能

力の開発および向上の支援に関する改正が行われた。 
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さらに、職業能力検定（技能検定）の実施方法について、検定職種ごとに厚生労働

省令で定めることとするなどの規定整備が行われ、平成 28年４月に施行された。 

 

２ 職業訓練の体系 

  職業能力開発促進法に基づく職業訓練は、公共職業能力開発施設および認定職業能力開

発施設で行われる「職業訓練」と職業能力開発総合大学校等で実施される「指導員訓練」

に大別される。 

  さらに、「職業訓練」は習得させようとする技能および知識の「程度」と「期間」とに

よって「普通職業訓練」および「高度職業訓練」ならびに「長期間」および「短期間」に

区分されている。 

  なお、平成 28 年 12 月に公的職業訓練の統一的な愛称が「ハロートレーニング」と定め

られた。 

 

（１）職業訓練 

  ① 普通職業訓練 

   ア 普通課程 

     主として新たに技能労働者になろうとする新規学校卒業者（高卒者または中卒者）

等の若年者に対して、将来多様な技能、知識を有する労働者となるために必要な技

能、知識を習得させるための長期間の訓練課程として普通課程がある。 

   イ 短期課程 

離転職者、在職労働者、高齢者、パートタイム労働を希望する者および技能検定

受検を目的とする者等に対して、職業に必要な技能（高度の技能を除く。）、知識

を習得させるための短期間の訓練課程として短期課程がある。 

  ② 高度職業訓練 

   ア 長期間の訓練課程 

     主として新たに高度技能労働者になろうとする新規学校卒業者（高卒者）等の若

年者に対して、将来職業に必要な高度の技能、知識を有する労働者となるために必

要な技能、知識を習得させるための専門課程および特定専門課程と、専門課程およ

び特定専門課程を修了した者等に対して、さらに専門的かつ応用的な技能、知識を

習得させるための応用課程および特定応用課程に区分される。 

   イ 短期間の訓練課程 

     在職労働者等に対して、職業に必要な高度の技能、知識を習得させるための専門

短期課程と、さらに専門的かつ応用的な技能、知識を習得させるための応用短期課

程に区分される。 

 

（２）指導員訓練 

   指導員訓練は、職業訓練指導員になろうとする者または職業訓練指導員に対して、必

要な技能を付与することによって職業訓練指導員を養成し、またはその能力を向上させ

るための訓練であり、長期養成課程、短期養成課程、職種転換課程、高度養成課程およ

び研修課程に区分される。平成 26 年４月に長期課程、応用研究課程、専門課程および研
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究課程が廃止され、長期養成課程、短期養成課程、職種転換課程および高度養成課程が

新設された。平成28年４月に長期養成課程に職業能力開発研究学域が新たに設置された。 

 

職業訓練の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受講資格者（対象者）等 職業能力開発施設

職業能力開発校

障害者職業能力開発校

在職労働者 職業能力開発校

高齢者 職業能力開発促進センター

パートタイム労働を希望する者 障害者職業能力開発校

離転職者 職業能力開発短期大学校

技能検定受検を目的とする者等 職業能力開発大学校

特定専門課

程
高等学校を卒業した者等

特定応用課

程
特定専門課程を修了した者等

職業能力開発短期大学校

職業能力開発大学校

障害者職業能力開発校

職業能力開発総合大学校

職業能力開発大学校

障害者職業能力開発校

職業能力開発総合大学校

職業能力開発短期大学校

職業能力開発大学校

職業能力開発促進センター

障害者職業能力開発校

職業能力開発総合大学校

職業能力開発大学校

障害者職業能力開発施設

職業能力開発総合大学校

総合課程もしくは応用課程の高度職業訓練を修了した者または

学校教育法による大学において免許職種に関する学科を修めて

卒業した者等

職業訓練指導員試験を受けることができる者、一級の技能検定

もしくは単一の技能検定に合格した者であって厚生労働大臣が

指定する講習を受けていない者または職業訓練指導員免許を受

けた者等

職業訓練指導員免許を受けた者、職業訓練指導員の業務に関し

一年以上の実務経験を有する者または二級技能検定に合格した

者でその後三年以上の実務経験を有する者等

長期養成課程もしくは短期養成課程の指導員養成訓練を修了し

た者等

職業訓練指導員として訓練を担当している者または職業訓練指

導員免許を受けた者等

長期養成課程受講中に大学院設置基準の修士課程に準拠した内

容の訓練を行うもの

職業能力開発研究

学域

短期間の

課程

専門短期課程 在職労働者等

訓練の種類 訓練課程

職

　

　

　

業

　

　

　

訓

　

　

　

練

普

通

職

業

訓

練

長期間の

課程
普通課程 中学校もしくは高等学校を卒業した者等

短期間の

課程
短期課程

応用短期課程 在職労働者等

高

　

度

　

職

　

業

　

訓

　

練

指導員訓練

長期養成課程

職業能力開発総合大学校

短期養成課程

職種転換課程（旧

専門課程）

高度養成課程

(旧応用研究課程)

研修課程

職業能力開発総合大学校

長期間の

課程

総合課

程

専門課程 高等学校を卒業した者等

応用課程 専門課程を修了した者等



- 6 - 

 

３ 技能検定 

  技能検定とは、働くうえで身につける、または必要とされる技能の習得レベルを評価す

る国家検定制度であり、技能に対する社会一般の評価を高め、働く人々の技能と地位の向

上を図ることを目的として、職業能力開発促進法に基づき実施されている。 

  この検定は、試験の難易度により 1級、2級、3 級および基礎級に分かれており、また、

職種によっては難易度を分けないで行う単一等級や管理・監督者向けの特級がある。 

令和２年度現在、機械加工、建築大工やファイナンシャル・プランニングなど全部で 130

職種があり、試験に合格すると合格証書と技能士章が交付され、「技能士」と称すること

ができる。 
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第２章 滋賀の職業能力開発行政 

１ 職業能力開発行政組織の概要 

 滋賀県の職業能力開発行政は商工観光労働部労働雇用政策課が担っている。同課には、

主に職業能力開発業務を行う能力開発・人材育成係のほか、労政福祉係および就業・人材

確保支援係がある。 

 また、公共職業能力開発施設として、県立高等技術専門校を設置し、２つの校舎におい

て普通職業訓練を実施している。 

 施設内訓練としては、普通課程（高等学校卒業者対象等）、短期課程（中学校卒業者、

離転職者、障害者および在職者対象等）を、また施設外委託訓練としては、短期課程（離

転職者、障害者、定住外国人および母子家庭の母等対象等）を実施している。 

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構滋賀支部（以下「機構滋賀支部」という。）

では、滋賀職業能力開発短期大学校において、専門課程（高等学校卒業者対象等）および

専門短期課程の高度職業訓練（在職者対象等）を実施するとともに、滋賀職業能力開発促

進センターにおいて、短期課程の普通職業訓練（離転職者対象等）および高度職業訓練（在

職者対象等）を実施している。 

職業能力開発行政組織図 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能力開発・人材育成係 米原校舎（テクノカレッジ米原）

労政福祉係 草津校舎（テクノカレッジ草津）

就業・人材確保支援係

（滋賀職能大･ﾎﾟﾘﾃｸｶﾚｯｼﾞ滋賀）

（ポリテクセンター滋賀）

滋賀県事業内職業訓練センター

滋賀県技能振興コーナー

視聴覚教材センター

認 定 職 業 能 力 開 発 施 設

独 立 行 政 法 人
高 齢 ・ 障 害 ・求 職者
雇用支援機構滋賀支部

近 畿 職 業 能 力開 発大 学校 付属
滋 賀 職 業 能 力開 発短 期大 学校

滋賀職業能力開発促進センター

中 央
職 業 能 力 開 発 協 会

滋 賀 県
職業 能力 開発 協会

厚 生 労 働 大 臣

厚 生 労 働 省

※ 人 材 開 発 統 括 官

労 働 政 策 審 議 会
人 材 開 発 分 科 会

※若者の雇用の促進や働く方の能力開発

の促進を支援し、生産性の向上を推進す

ることを目的に、平成29年7月に従来の

職業能力開発局に替わり新設。

高 等 技 術 専 門 校

滋賀県職業能力開発
審 議 会

商 工 観 光 労 働 部

労 働 雇 用 政 策 課

滋 賀 県 知 事
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２ 職業能力開発関係予算 

平　成
28年度

平　成
29年度

平　成
30年度

令　和
元年度

令　和
２年度

公共職業能力開発事業費 527,511 692,365 717,723 682,627 464,051 

職業能力開発事務運営費 1,680 1,407 1,482 1,313 1,318 

職業訓練指導員養成・研修事業 1,569 1,823 1,310 452 957 

職業訓練運営費 42,288 40,444 40,628 40,724 90 

職業訓練事業費 5,110 5,171 5,195 4,430 4,348 

職業訓練受講者援護対策費 26,513 24,559 24,559 24,559 24,559 

離転職者等職業能力開発事業 371,682 341,149 347,085 374,592 360,801 

障害者総合実務訓練事業 13,712 13,756 13,715 13,709 1,978 

障害者委託訓練事業 19,258 19,103 17,942 16,929 10,712 

若者しごとチャレンジプログラム実施事業 5,522 5,533 5,523 5,523 2,010 

母子家庭の母等職業的自立促進事業 18,049 17,801 17,801 18,253 18,290 

インターンシップ推進事業 1,875 1,869 1,829 1,632 972 

子育て女性等職業能力開発事業 15,851 19,041 18,263 18,598 15,940 

中小企業人材育成促進事業 3,985 3,985 3,350 

省エネ・創エネ導入促進人材育成事業 417 21,505 822 508 

地域創生人材育成事業 175,219 218,219 144,677 

高等技術専門校訓練科再編整備事業 16,728 22,076 

職業能力開発振興費 75,826 96,644 86,773 81,671 80,030 

技能振興事業費 1,630 1,550 1,830 1,517 1,510 

職業能力開発振興事業費 70,651 76,561 78,598 74,756 75,089 

しごとチャレンジ推進事業 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 

おうみの名工･おうみ若者マイスター技能振興事業 545 545 545 452 431 

事業内訓練センター長寿命化推進事業 14,988 2,800 1,946 

運営費 174,307 64,470 68,981 54,784 66,139 

高等技術専門校運営費（米原） 31,244 33,234 31,319 30,324 26,737 

高等技術専門校運営費（草津） 24,102 24,294 23,898 20,640 16,773 

施設整備事業費 14,731 6,942 13,764 2,801 6,537 

高等技術専門校長寿命化推進事業 104,230 1,019 16,092 

777,644 853,479 873,477 819,082 610,220 

116.7 110.9 102.3 93.8 74.5

（単位：千円）

事業名 細　目　事　業　名

合　　　　　　計

対前年度比（％）

予　算　額
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３ 職業能力開発審議会 

昭和 33 年職業訓練法制定に伴い、知事の諮問機関として職業訓練審議会が設置され、昭

和 60 年 10 月の法改正により、職業能力開発審議会に改称され、また、平成 18 年６月の法

改正により法の必置規定に基づく機関から都道府県の任意による機関となった。 

審議会は、職業能力開発計画その他職業訓練の実施など、職業能力の開発に関する重要

事項を調査、審議することを職務としている。 

委員の定数は 15人以内で知事が委嘱し、任期は２年である。 

 

 

滋賀県職業能力開発審議会委員 

（任期：令和２年９月１日～令和４年８月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

委 員 氏 名

佐 藤 卓 利

田 邉 裕 貴

中 平 真 由 巳

阪 本 重 光

山 本 身 江 子

中 村 陸

野 口 智 恵 子

関 川 明 子

和 田 孝

山 田 マ リ 子

和 田 光 平

池 内 正 博

大 江 彰 宏

小 森 和 美

山 田 あ き

事業主代表

有限会社石匠代表取締役社長

株式会社藤堂製作所代表取締役社長

しが中小企業女性中央会副会長

滋賀県広告美術協同組合理事長

労働者代表

日本労働組合総連合会滋賀県連合会事務局長

電機連合滋賀地方協議会事務局長

オムロン労働組合草津支部執行副委員長

東レ労働組合滋賀支部執行委員

公募委員

公募委員

学識経験者

区    分

立命館大学経済部特任教授

滋賀県立大学工学部教授

滋賀短期大学生活学科教授

公益財団法人滋賀県人権センター理事

滋賀県地域女性団体連合会副会長

所    属    等
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４ 職業能力開発主管課（商工観光労働部労働雇用政策課） 

 (1) 沿革 

昭和44年４月 ・滋賀県行政組織規程の一部改正により、職業安定課から分離し、職
　業訓練課を設置

・庶務係および訓練係の２係制により発足

昭和51年４月 ・庶務係が管理係となる。

昭和59年４月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、労政課と統合され労政婦人
　課となる。
・この改正により、管理係が労働福祉係に統合、訓練係は能力開発係
　に変更

昭和63年４月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、能力開発係は職業能力開発
　室に変更

　平成元年４月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、課の名称が労政能力開発課
　に変更となり、職業能力開発室は職業能力開発係となる。

平成12年４月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、雇用支援室を設置

平成13年４月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、職業能力開発係は職業能力
　開発担当となる。

12月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、雇用支援室は、雇用対策推
　進室となる。

平成20年４月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、雇用対策推進室を廃止す
　る。

平成21年１月 ・緊急雇用対策室設置規程（平成21年１月５日滋賀県訓令第１号）に
　より、緊急雇用対策室を設置

平成23年４月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、課の名称が労働雇用政策課
　に変更され、就業支援室を設置。また、緊急雇用対策室設置規程の
　廃止に伴い緊急雇用対策室を廃止

平成27年４月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、職業能力開発担当は職業能
　力開発係となる。

平成28年４月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、就業支援室を廃止し、就業
　支援係と産業人材戦略係となる。

平成31年４月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、就業支援係と産業人材戦略
　係を廃止し、就業・人材確保支援係となる。

令和２年４月 ・滋賀県行政組織規則の一部改正により、職業能力開発係は能力開発
　・人材育成係となる。

 

(2) 職員配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労政福祉係
就業・人材
確保支援係

事務 技術 事務 事務 事務 技術 計

課 長 1 0 1

1 0 1

1※ 0 1 1

課 長 補 佐 1※ 1 0 1

主 幹 1 　 1※ 1 3 0 3

副 主 幹 1 1 0 1

主 査 2 2 0 2

主 任 主 事 1 1 3 5 0 5

主 任 技 師 　 1 0 1 1

主 事 1 1 2 4 0 4

18 2 20

　　　　　　　　　　　※は係長兼務

令和２年12月１日現在　（単位：人）

計

能力開発・
人材育成係

合計

1

職 名

1
参 事
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５ 職業能力開発計画 

本県の働く人々の生涯にわたる職業能力開発を計画的に推進していくために、昭和 46 年

以降 10 次にわたり「滋賀県職業能力開発計画」を策定している。 

このプランは、「職業能力開発促進法」（昭和 44 年法律第 64 号）第７条に基づき、国

が策定した「職業能力開発基本計画」ならびに「滋賀県基本構想」、「人口減少を見据え

た豊かな滋賀づくり総合戦略」および「滋賀県産業振興ビジョン」との整合性を図りなが

ら、県が策定するものである。 

  平成 29 年３月に策定した「しが職業能力開発推進プラン」（第 10次滋賀県職業能力開

発計画）は、平成 29 年度から令和３年度までの５年間を計画期間としており、県の施策だ

けでなく、機構滋賀支部、企業および民間団体の等の取り組みの方向性も示すものである。 

  「しが職業能力開発推進プラン」は、 

（１）求人ニーズと求職ニーズのミスマッチの解消 

（２）全員参加型社会の実現に向けた個々の特性やニーズに応じた職業能力開発 

（３）キャリア形成支援 

（４）技能の振興と継承 

（５）職業能力開発に関する体制の整備と関係機関との連携等 

以上の５項目を基本目標に掲げ、それぞれの目標達成のために必要な施策を行うことと

している。 

なお、計画期間中に、経済雇用情勢の急激な変化に伴い、新たな施策が必要となる場合

は必要に応じて計画を随時見直すこととする。 

 また、現計画は令和３年度が最終年となるため、「滋賀県職業能力開発審議会」を開催

し、令和３年度中に第 11 次計画の策定を検討する。 

滋賀県職業能力開発計画 

 

  

名                称 策定年度 計 画 の 主 な 目 標 

滋賀県職業訓練計画  （第１次） 昭和 45 年度 人的能力の開発向上と適応性の増大 

滋賀県職業訓練計画  （第２次） 昭和 50 年度 職業生涯を通じた能力開発体制の基礎づくり 

滋賀県職業訓練計画  （第３次） 昭和 55 年度 民間の活力の発揮による能力開発の積極的展開 

滋賀県職業能力開発計画  （第４次） 昭和 60 年度 企業内職業能力開発の促進による学習企業の育成 

滋賀県職業能力開発計画  （第５次） 平成２年度 企業内職業能力開発の促進 

滋賀県職業能力開発計画  （第６次） 平成７年度 公共部門による職業能力開発の積極的展開 

滋賀県職業能力開発計画  （第７次） 平成 12 年度 自己実現に向けた職業能力開発の視点 

滋賀県職業能力開発計画  （第８次） 平成 17 年度 企業ニーズに対応した多様な職業能力開発の推進 

滋賀県職業能力開発計画  （第９次） 平成 22 年度 
働く意欲のあるすべての人たちに対する職業能力開

発の推進 

しが職業能力開発推進ﾌﾟﾗﾝ（第 10 次） 平成 28 年度 

求人ニーズと求職ニーズのミスマッチの解消、全員

参加型の実現に向けた社会の個々の特性やニーズに

応じた職業能力開発 
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６ 公共職業能力開発施設 

（１）滋賀県立高等技術専門校 

 ア 米原校舎（テクノカレッジ米原） 

  ① 所在地 

    〒521-0091 滋賀県米原市岩脇 411 番地１ 

          ＴＥＬ 0749-52-5300  ＦＡＸ 0749-52-5396 

  ② 敷地・建物 

     敷 地    29,927 ㎡ 

     建 物    本館棟延面積 2,450 ㎡     鉄筋コンクリート造３階建 

          実習棟延面積 4,446 ㎡     鉄骨平屋建（一部２階建） 

          体育館延面積   877 ㎡     鉄骨平屋建 

          その他延面積    874 ㎡ 

 ③ 沿 革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３年４月 ・滋賀県立近江高等技術専門校を開校し、養成訓練普通課程Ⅰ類（中卒
　２年訓練）の数値制御機械科（定員20名）、金属成形科（定員20
　名）、溶接技術科（定員20名）、電気設備科（定員20名）、建築科（定員
20名）の訓練を開始

　　　平成５年４月 ・職業能力開発促進法の一部改正により普通職業訓練普通課程となる。
・機械加工科、金属成形科、溶接科、電気工事科、木造建築科に科名変
　更

       平成12年４月 ・平成13年度からのメカトロニクス科（高卒２年訓練）新設のため、金
　属成形科および電気工事科を募集停止

       平成13年４月 ・普通課程（高卒２年訓練）のメカトロニクス科を新設
・金属成形科および電気工事科を廃止

       平成16年３月 ・普通課程の機械加工科、溶接科、木造建築科の募集停止

      ４月 ・短期課程（１年訓練）の金属加工科、木造建築科を新設

       平成17年３月 ・普通課程の機械加工科、溶接科、木造建築科を廃止

       平成17年４月 ・短期課程（６か月訓練）の電気設備科を新設
・メカトロニクス科を生産システム制御科に科名変更

　　６月 ・短期課程（１年訓練）の生産システム設備科（日本版デュアルシス
　テム訓練）を新設

      10月 ・短期課程（６か月訓練）の住宅リフォーム科を新設

       平成20年４月 ・金属加工科および電気設備科の２科を、金属加工技術科、機械実践技
　術科、溶接実践技術科、電気設備技術科および電気機械技術科の５科
　に再編し、各訓練科のユニット化を実施

       平成21年４月 ・滋賀県立草津高等技術専門校との統合に伴い、校名を滋賀県立高等技
　術専門校と改称し、米原校舎とする。

平成30年７月 ・電気設備技術科において、カリキュラムを一部変更し、電気エネル
　ギー設備科に科名変更

令和元年７月 ・短期課程（６か月訓練）の電気機械技術科を廃止

10月 ・短期課程（６か月訓練）の機械実践技術科、溶接実践技術を廃止
・短期課程（６か月訓練）の生産ＣＡＤ科、短期課程（１年訓練）のものづ
くり加工科を新設
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④ 職員配置 

令和２年 12 月 1 日現在 （単位：人） 

職    名 総
括 

管
理
係 

訓練第一係 訓練第二係 

計 

 

建
築
系 

※
委
託
訓
練 

 

制
御
系 

機
械
系 

溶
接
系 

電
気
・
電
子
系 

就
職
支
援
ア
ド
バ
イ
ザ
ー 

向
上
訓
練
等
推
進
員 

校長 1 
           

1 

校長代理 
 

1＊ 
          

1 

副校長 
  

1＊ 
         

1 

主幹 
            

0 

主任学科長 
  

1 1 
 

2 1 
 

1＊ 
   

3 

副主幹 
 

1 1 
 

1 
       

2 

学科長 
     

1 1 
     

1 

主任主査 
     

1 
  

1 
   

1 

主査 
 

1 
   

1 
 

1 
    

2 

主任主事 
 

1 
          

1 

職業訓練指導員 
  

２ ２ 
 

２ １ 
  

1 
  

４ 

会計年度任用職員 
  

13 1 12 9 3 2 
 

2 1 1 22 

計 1 4 18 4 13 16 ６ 3 2 3 1 1 38 

          ＊は係長兼務 

 

※委託訓練の会計年度任用職員の内訳 

  就職支援アドバイザー        ４名 

  障害者職業訓練コーディネータ    ２名 

  定住外国人職業訓練コーディネータ  １名 

  訓練業務管理推進員         ５名 
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イ 草津校舎（テクノカレッジ草津） 

  ① 所在地 

    〒525-0041 滋賀県草津市青地町 1093 番地 

             ＴＥＬ 077-564-3296  ＦＡＸ 077-565-1867 

  ② 敷地・建物 

          敷 地     19,509 ㎡ 

          建 物     本館棟延面積   2,308 ㎡     鉄筋コンクリート造３階建 

                     実習棟延面積   4,348 ㎡     鉄骨平屋建 

                     体育館延面積    864 ㎡     鉄骨平屋建 

                     その他延面積    826 ㎡ 

③ 沿 革 

 

  
　昭和58年４月 ・大津市南郷五丁目の旧滋賀県立大津高等職業訓練校の施設を仮校舎と

　して滋賀県立草津高等職業訓練校を開校し、養成訓練普通訓練課程Ⅰ
　類（中卒２年訓練）、機械科（定員20名）、溶接科（定員20名）、自
　動車整備科（定員20名）、塗装科（定員20名）の訓練を開始

　　８月 ・校舎の一部完成に伴い、草津市青地町に移転

　　昭和59年４月 ・養成訓練普通訓練課程Ⅰ類の服飾科（定員25名）、電気機器科
　（定員20名）を増設

　　平成元年４月 ・養成訓練普通課程Ⅰ類の機械科および溶接科の定員を25名に変更

　　平成２年４月 ・養成訓練普通課程Ⅰ類の塗装科の定員を25名に変更

　　平成３月４月 ・校名を滋賀県立草津高等技術専門校に改称
・養成訓練普通課程Ⅰ類の機械科、溶接科、服飾科および塗装科の定員
　を各20名に変更

　　平成５年４月 ・職業能力開発促進法の一部改正により普通職業訓練普通課程となる。
・機械科を機械加工科に科名変更

　　平成13年４月 ・普通課程の自動車整備科を高卒２年訓練に変更
　　平成16年３月 ・普通課程の機械加工科、溶接科、電気機器科、服飾科（洋裁科相

　当）、塗装科（金属塗装科相当）を募集停止

　　４月 ・短期課程（１年訓練）の溶接技術科、服飾デザイン科、塗装技術科を
　新設

　　平成17年３月 ・普通課程の機械加工科、溶接科、電気機器科、服飾科（洋裁科相
　当）、塗装科（金属塗装科相当）を廃止

　　４月 ・普通課程（高卒１年訓練）のコンピュータ制御科を新設
・一般校を活用した障害者職業能力開発事業委託により、短期課程（知
　的障害者対象、１年訓練）の総合実務科（販売実務コース、ＯＡ事務
　コース）を新設

     平成20年７月 ・短期課程（１年訓練）の機械加工技術科を新設

     平成21年４月 ・滋賀県立近江高等技術専門校との統合に伴い、校名を滋賀県立高等
　技術専門校と改称し、同校草津校舎とする。

     平成21年９月 ・総合実務科に６か月訓練（販売実務コース）を新設

平成22年10月 ・総合実務科の６か月訓練を１年訓練（10月開講）に変更

平成31年３月 ・短期課程の溶接技術科、塗装技術科の廃止

４月 ・短期課程（１年訓練）のものづくり金属科を新設

令和元年７月 ・短期課程の機械加工技術科の廃止

10月 ・短期課程（６か月訓練）の住環境施工科を新設

令和２年３月 ・普通課程のコンピュータ制御科を廃止

令和２年10月 ・短期課程（６か月訓練）のICT技術科を新設
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④ 職員配置 

令和２年 12 月 1 日現在 （単位：人） 

職    名 総
括 

管
理
係 

訓練第一係 訓練第二係 計 

  

自
動
車
整
備
科 

総
合
実
務
科 

就
職
支
援
ア
ド
バ
イ
ザ
ー 

  

も
の
づ
く
り
金
属
科 

服
飾
デ
ザ
イ
ン
科 

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
制
御
科 

住
環
境
施
工
科 

向
上
訓
練
等
推
進
員 

 

校長 (1)                       (1) 

校長代理   (1＊)                     (1) 

副校長     1＊                   1 

主任学科長     1 1     1     1＊     2 

副主幹   1                     1 

学科長             2 1     1   2 

主任主査     1 1     1 1         2 

主査     2   2   1     1     3 

職業訓練指導員     1 1     2   1   1   3 

会計年度任用職員     6 1 4 1 4 1 1   1 1 10 

計   1 12 4 6 1 11 3 2 2 3 1 25 

          ＊は係長兼務 

校長・校長代理は米原校舎で人数を計上 
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（２）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 滋賀支部  

    滋賀職業能力開発促進センター（ポリテクセンター滋賀） 

  ① 所在地 

       〒520-0856 滋賀県大津市光が丘町３番 13 号 

                   ＴＥＬ 077-537-1164  ＦＡＸ 077-537-1215 

  ② 敷地・建物 

         敷 地  16,617 ㎡  

         建 物  本館棟延面積        1,519 ㎡     鉄筋３階建 

                   第１～６実習場面積     5,001 ㎡   鉄骨平屋建/２階建 

                     多目的ホール延面積            742 ㎡     鉄骨平屋建 

                   その他延面積                  722 ㎡ 

③ 沿 革 

 昭和 33年 11 月 ・労働福祉事業団滋賀総合職業訓練所として発足 

昭和 33 年 12 月 ・滋賀県立大津職業訓練所より木工科生 27 名を引継ぎ委託訓練生として訓

練開始 

  昭和 34 年１月 ・塗装科および電気機器科の訓練を開始 

  昭和 35 年４月 ・機械科、自動車整備科および溶接科の訓練を開始 

  昭和 36 年７月 ・雇用促進事業団の設立に伴い、労働福祉事業団より継承 

昭和 37 年４月 ・中高年齢者転職訓練を開始（木工科、溶接科 定員 10 名） 

昭和 39 年３月 ・中高年委託速成訓練を開始 

    ４月 ・機械科および電気機器科を専門訓練に移行 

    昭和 40 年４月 ・木工科および自動車整備科を専門訓練に移行 

昭和 41 年４月 ・塗装科および溶接科を専門訓練に移行 

   昭和 44年 10 月 ・職業訓練法（新法）の制定により滋賀総合高等職業訓練校と改称 

  昭和 56 年４月 ・技能開発センターを併設（電気機器科の転換に着手） 

    昭和 58 年１月 ・経理事務科（１年訓練）を開始 

    ４月 ・技能開発センターに全面転換（機械科、溶接科、自動車整備科、木工科、

塗装科の転換に着手） 

    昭和 62 年４月 ・造形科、生産保全科の訓練を開始 

    ７月 ・金属加工技術科およびＯＡビジネス科の訓練を開始 

12 月 ・機械科、溶接科、塗装科、経理事務科を廃止 

    昭和 63 年９月 ・自動車整備科を廃止 

    平成元年１月 ・電気設備科の訓練を開始 

    ３月 ・電気機器科を廃止 

    平成３年４月 ・建築設備技術科の訓練を開始 

    平成４年７月 ・ＣＡＤコース、オフィスワークコースの訓練を開始 

10 月 ・デザインサービスコースの訓練を開始 

平成５年４月 ・滋賀県技能開発センターから滋賀職業能力開発促進センターと改称 

７月 ・オフィスサービス科の訓練を開始 

・ＯＡビジネス科、デザインサービス科の訓練を廃止 
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   平成６年４月 ・ＣＡＤコース、造形科の訓練を廃止 

・テクノマシン科の訓練を開始 

７月 ・建築設備技術科を建築設備科に科名変更 

   平成７年 10月 ・金属加工科をメタルワーク科に科名変更 

・テクニカルオペレーション科、ビルメンテナンス科、設備施工科、ＯＡ

ビジネス科の訓練を開始 

・生産保全科、テクノマシン科の訓練を廃止 

     平成８年１月 ・メタルワーク科、電気設備科、建築設備科、オフィスサービス科の訓練

を廃止 

４月 ・ビルメンテナンス科をビル管理科に、設備施工科を金属加工科に転換 

・ＯＡビジネス科をビジネスワーク科に科名変更 

・ＦＡシステム科、情報システムサービス科の訓練を開始 

 平成 10年 10 月 ・ビル管理科およびテクニカルオペレーション科の夜間訓練を開始 

平成 11 年 10 月 ・「雇用・能力開発機構」の設立に伴い、雇用促進事業団より業務を継承 

   平成 12年４月 ・ＦＡシステム科をＦＡ（生産自動化）システム科に転換 

７月 ・ビル管理科をビル設備サービス科に、金属加工科をテクニカルメタルワ

ーク科に転換 

   平成 13年１月 ・光通信施工技術科を新設 

10 月 ・テクニカルオペレーション科を廃止し、ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科を新設 

  平成 14 年４月 ・情報システムサービス科を廃止し、マネージメント情報システム科を新

設、介護サービス科を新設 

   平成 16年３月 ・独立行政法人となる。 

４月 ・ＦＡ（生産自動化）システム科を生産システム技術科に科名変更 

  平成 17 年４月 

  

・情報リテラシー科の廃止 

・ビジネスアプリケーション科の２部（夜間）を廃止。Ｗｅｂエンジニア

科、データベースメネジメント科を情報システムサービス科（Ｗｅｂ編と

データベース編）に転換 

  平成 18 年９月 ・機械加工ＮＣ技術科、制御プログラム科を新設 

   平成 19年４月 ・テクニカルメタルワーク科（短期デュアルコース）を新設 

  平成 20 年４月 ・テクニカルメタルワーク科（短期デュアルコース）、ビジネスアプリケ

ーション科を廃止を廃止 

   平成 20年５月 ・シートメタル科（短期デュアルコース）を新設 

８月 ・生産システムサービス科（短期デュアルコース）を新設 

平成 21 年４月 ・情報システムサービス科・ビジネスワーク科・介護サービス科を廃止 

・生産システム技術科・電気設備科を新設 

・マネジメント情報システム科（６ヶ月訓練）を３ヶ月訓練に期間を変更

し、社内システム管理コースと開発コースの２コースを設定 

８月 ・緊急橋渡し訓練（単独型）情報リテラシー科を新設 

９月 ・生産技術管理科を新設 

・橋渡し訓練（統合型）を新設 
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平成 22 年３月 ・マネジメント情報システム科（社内システム管理コース）を廃止 

４月 ・マネジメント情報システム科（社内システム開発コース）を廃止 

・生産技術管理科（機械保全コース）を新設 

・緊急人材育成支援事業に係る基金訓練認定事業を実施 

５月 ・ＣＡＤ製図科を廃止 

６月 ・生産技術管理科を廃止 

７月 ・光通信施工技術科を廃止 

10 月 ・生産技術管理科（電気保全コース）を新設 

平成 23 年９月 ・「独立行政法人雇用・能力開発機構」を廃止 

10 月 ・「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構」に業務を承継 

・「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構滋賀職業訓練支援センター」、

「同滋賀職業能力開発促進センター」となる。 

平成 25 年４月 ・生産技術管理科（機械保全コース）を工場管理保全科（機械保全コース）に

科名変更 

７月 ・生産技術管理科（電気保全コース）を工場管理保全科（電気保全コース）に

科名変更 

平成 26 年４月 ・工場管理保全科（機械保全コース）と同科（電気保全コース）を工場管理保

全科に転換 

・テクニカルメタルワーク科を溶接施工科に科名変更 

６月 ・シートメタル科（短期デュアルコース）を廃止 

７月 ・電気設備科（短期デュアルコース）を新設 

８月 ・生産システム技術科（短期デュアルコース）を廃止 

平成 27 年４月 ・「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構滋賀支部滋賀職業能力開発

促進センター」となる。 

・電気設備科を電気設備技術科に科名変更 

平成 27 年７月 ・電気設備科（短期デュアルコース）を電気設備技術科（短期デュアルコース）

に科名変更 

平成 28 年３月 ・制御技術科を廃止 

・ＩＣＴ生産サポート科を新設 

平成 29 年３月 ・制御プログラム科を廃止 

・ＣＡＤものづくりサポート科新設 

平成 29 年４月 ・工場管理保全科を廃止 

 ・生産性向上人材育成支援センター開設 
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 ④ 職員配置 

令和２年 12 月１日現在 （単位：人）      

職 名 

総 

務 

課 

高
齢
・
障
害
者
業
務
課 

求
職
者
支
援
課 

生
産
性
向
上
支
援
訓
練
担
当 

訓 

練 

課 

 

計 電
気
・ 

電
子
系 

機
械
系 

居
住
系 

支部長・所長 
        

1 

調査役・課長 1 1 1 
 

1 
   

4 

事務職員 4 1 1 1 3 
   

10 

職業訓練指導員 
    

17 6 9 2 17 

嘱託員 2 6 3 3 11 2 0 1 25 

計 7 8 5 4 32 8 9 3 56 

※訓練課の嘱託員にはアドバイザーを含む。 
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（３）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 滋賀支部 

   近畿職業能力開発大学校附属 滋賀職業能力開発短期大学校（滋賀職能大） 
  ① 所在地 
       〒523-8510 滋賀県近江八幡市古川町 1414 番地 
                   ＴＥＬ 0748-31-2250  ＦＡＸ 0748-31-2255 
  ② 敷地・建物 
         敷 地  35,826 ㎡            
         建 物  本館棟延面積   3,430 ㎡     鉄筋３階建   
                   実験棟延面積    2,460 ㎡     鉄筋３階建  
                   体育館延面積       936 ㎡     鉄筋平屋建  
                   学生寮           1,351 ㎡     鉄筋３階建  
                   学生ホール         375 ㎡     鉄筋平屋建  

    ③ 沿 革 

 平成４年４月 ・養成訓練専門課程（高卒２年訓練）の生産技術科（定員20名）、電子技術科

（定員20名）、情報処理科（定員20名）、住居環境科（定員20名）で雇用促進

事業団滋賀職業訓練短期大学校を開校 

     平成５年４月 ・職業能力開発促進法の一部改正により滋賀職業能力開発短期大学校に改称 

・高度職業訓練専門課程となる。 

     平成11年３月 ・普通職業訓練短期課程の生産システム科制御コースおよび情報コースを開始 

４月 ・近畿職業能力開発大学校附属滋賀職業能力開発短期大学校となる。 

・情報処理科を情報技術科に転換 

10月 ・「雇用・能力開発機構」の設立に伴い、雇用促進事業団より業務を継承 

    平成16年３月 ・「独立行政法人雇用・能力開発機構」となる。 

  平成21年４月 ・電子技術科と情報技術科を電子情報技術科に改編 

 ・電子情報制御システム系電子情報技術科（定員30名）を開始 

平成23年９月 ・「独立行政法人雇用・能力開発機構」の廃止 

10月 ・「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構」に業務を承継 

・「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構近畿職業能力開発大学校附

属滋賀職業能力開発短期大学校」となる。 

平成27年４月 ・「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構滋賀支部近畿職業力開発大

学校附属滋賀職業能力開発短期大学校」となる。 
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④ 職員配置 

令和２年 12 月１日現在 （単位：人）      

職 名 
総 

務 

学
務
援
助
課 

訓  練  科 

計 生
産 

技
術
科 

電
子
情
報 

技
術
科 

住
居
環
境
科 

校長 1         1 

能力開発部長 1         1 

課長・調査役 1 1       2 

事務職員 2 2       4 

職業訓練指導員     4 5 5 14 

嘱託職員 2 5 1   
 

8 

計 7 8 5 5 5 30 
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第３章 公共職業訓練 

 

１ 令和２年度の公共職業訓練計画 

（１）公共職業能力開発施設内で行う訓練 

  県立高等技術専門校の２校舎では、職業に必要な基礎的な技能・知識の習得を目指す普

通職業訓練を実施しており、高卒者を対象とする普通課程と離転職者・在職者等を対象と

する短期課程がある。 

  機構滋賀支部の施設である滋賀職業能力開発短期大学校では、高卒者に対して高度な技

能・知識の習得を目指す専門課程の高度職業訓練を実施している。 

  同じく機構滋賀支部の施設である滋賀職業能力開発促進センターでは、離転職者を対象

とする短期課程の普通職業訓練および在職者を対象とした高度職業訓練を実施している。 

 

①  高度職業訓練・専門課程                       

                         （単位：人） 

施設名 訓練科 
訓練 

期間 

訓練 

開始時期 
定員 備考 

滋 賀 

職 業 能 力 開 発  

短 期 大 学 校  

生産技術科 

２年 ４月 

20 

高卒者等対象 電子情報技術科 25 

住居環境科 20 

計 65   

 

②  普通職業訓練・普通課程                       

 

（単位：人） 

施設名 訓練科 
訓練 

期間 

訓練 

開始時期 
定員 備考 

高等技術専門校 

米
原
校
舎 

メカトロニクス系 

メカトロニクス科 
２年 

４月 

10 

高卒者等対象 
草
津
校
舎 

第二種自動車系 

自動車整備科 
２年 20 

計 30 
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③  普通職業訓練・短期課程  

                               （単位：人） 

施設名 訓練科 
訓練 

期間 

訓練 

開始時期 
定員 備考 

高 等 技 術 

専 門 校 

米
原
校
舎 

木造建築科 

１年 

４月 20 建築科相当 

ものづくり加工科 

４月・10 月 

10   

生産ＣＡＤ科 

6 か月 

10   

電気エネルギー設備科 

７月・１月 

各 15   

住宅リフォーム科 各 10   

生産システム設備科 
（日本版デュアルシステム訓練） 

１年 ７月 10 概ね 55 歳未満対象 

草
津
校
舎 

ものづくり金属科 

１年 

４月・10 月 各 10   

服飾デザイン科 ４月 20   

ICT 技術科 10 月 15  

住環境施工科 ６か月 ４月・10 月 各 10   

滋 賀 職 業 能 力 

開発促進センター 

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科 

６か月 

４月・10 月 各 15   

溶接施工科 
５月・８月 

11 月・２月 
各 15   

ビル設備サービス科 
４月・７月 

10 月・１月 
各 15   

ＩＣＴ生産サポート科 
６月・９月 

12 月・３月 
各 15   

電気設備技術科 ４月・10 月 各 15   

電気設備技術科 
（企業実習付きコース） 

７月・１月 各 13 概ね 55 歳未満対象 

ＣＡＤものづくりサポート科 
（女性専用科） 

９月・３月 各 15   

機械加工ＮＣ技術科 
（導入訓練付き） 

７か月 

８月・２月 各 12   

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科 
（導入訓練付き） 

６月・12 月 各 15   

合   計 545  
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  ④ 普通職業訓練・短期課程（知的障害者対象）        
                              （単位：人） 

施設名 訓練科 
訓練 

期間 

訓練 

開始時期 
定員 備考 

高等技術専門校 

草
津
校
舎 

総合実務科 

１年 ４月 15 
販売実務コース 

ＯＡ事務コース 

１年 10 月 5 
 

合   計 20   

 

  ⑤ 高度職業訓練・短期課程（在職者対象） 

 

施設名 訓練系 コース内容 開催回数 定員(人) 

滋 賀 

職業能力開発 

促進センター 

機械系 
実践機械製図、旋盤の高精度加工技術、

精密測定技術、機械保全実践技術等 
51 604 

電気・電子系 
実践電子回路計測技術、電気系保全実践

技術等 
49 500 

滋 賀 

職業能力開発 

短期大学校 

機械系 
実践機械設計製図、設計者のための機械

加工技術等 
16 152 

電気・電子系 
アナログ回路の設計・評価技術、有接点

シーケンス制御の実践技術等 
20 200 

建築・住宅関係 
住宅設計実践技術、木造住宅における壁

量計算技術等 
16 160 

計 152 1,616 

 

  ⑥ 普通職業訓練・短期課程（在職者対象） 

 

施設名 訓練系 コース内容 開催回数 定員(人) 

高 等 技 術 

専 門 校 

米
原
校
舎 

機械系 
普通旋盤加工、フライス盤加工、ＮＣ旋

盤加工、機械製図、機械ＣＡＤ等 
31 290 

溶接系 
アーク溶接特別教育、産業用ロボット特

別教育、半自動溶接等 
20 132 

電気・電子系 
電気工事士受験準備、電気主任技術者の

ための知識、消防設備等 
28 272 

制御系 
シーケンス制御、油圧制御、空気圧制御、

制御機器活用等 
24 237 

草
津
校
舎 

機械系 
普通旋盤加工、フライス盤加工、ＮＣ旋

盤加工、機械製図、機械ＣＡＤ等 
24 217 

溶接系 
アーク溶接特別教育、産業用ロボット特

別教育、半自動溶接等 
15 87 

塗装系 塗装基本作業 ２ ８ 

計 144 1,243 
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（２）施設外委託訓練 

施設外委託訓練とは、公共職業能力開発施設の施設内で行うことができない職種や訓練

内容について、民間の教育訓練機関等に委託して行う職業訓練である。 

これらの委託先には、民間の各種学校等をはじめ、事業主および事業主団体・ＮＰＯ法

人など、あらゆる教育訓練資源を活用することにより、就職に結びつく効果的な職業訓練

を実施している。 

 

①  普通職業訓練・短期課程                     （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 普通職業訓練・短期課程（母子家庭の母等、子育て女性等）     （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③普通職業訓練・短期課程（障害者）               （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施　設　名 区　　分
実   施
コース数

延定員 訓練期間
訓練

開始時期
備　　考

母子家庭の母等職業的自
立促進事業

35 70 2～3か月
5月～3月の

毎月
優先枠設定型コース

子育て女性等職業能力開
発事業
（子育て家庭支援ｺｰｽ）

7 18 2～3か月

4月・6月
7月・9月
10月・1月

2月

知識等習得コースの
一部に託児の定員枠
を設定

子育て女性等職業能力開
発事業
（女性の再ﾁｬﾚﾝｼﾞ支援ｺｰｽ）

3 36 2か月
5月・9月

12月

45 124

高 等 技 術
専 門 校

計

施　設　名 区　　分 コース名
実    施
コース数

延定員 訓練期間
訓練

開始時期
備　　考

2 3か月 6月、10月 集合型訓練コース

18 2～3か月 5～1月 優先枠設定型コース

1～3か月 随時 個別型訓練コース

実践能力習得コース 16 1～3か月 随時 OJT型訓練コース

特別支援学校早期訓練
コース

1 1か月 10～3月

在職者訓練コース 10
12時間～
40時間

　

58

31

計

知識・技能習得コース

高等技術
専 門 校

障害者委託
訓練事業

施　設　名 区　　分
実 　施
コース数

延定員 訓練期間
訓　　練
開始時期

備　　考

知識等習得コース 76 1,140
2か月～
6か月

4月～3月の
毎月

長期高度人材
育成コース

5 40 24か月 4月

実務に役立つIT活用力習得
コース

3 45 5か月
5月・9月

11月

定住外国人向け
職業訓練コース

3 45 4か月
6月・9月

12月

日本版
デュアルシステムコース

4 60 4か月
5月・6月
9月・11月

職業能力の開発の形
成機会に恵まれな
かった者を対象

91 1,330

高 等 技 術
専 門 校

計
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２ 公共職業訓練の実績 

（１）公共職業能力開発施設内で行う訓練 

  ① 高度職業訓練・専門課程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う

ち

就

職

者

数

(a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (h)

生産技術科
（１年生）

20 31 22 110%

生産技術科
（２年生）

20 18 18 18 100%

電子情報技術科
(１年生）

25 42 33 132%

電子情報技術科
(２年生）

25 22 22 3 19 100%

住居環境科
（１年生）

20 29 24 120%

住居環境科
（２年生）

20 21 21 3 18 100%

130 102 79 122% 61 0 0 61 6 55 100%

平成29年度

定
　
員

応
募
者
数

就
職
者
数

施　設　名 訓　練　科 訓練期間
就
職
率

進
級
者
数

中
退
者
数

修
了
者
数

進
学
者
数

入
校
者
数

入
校
率

滋賀職業能力開発
短期大学校

２年

計

う

ち

就

職

者

数

う

ち

就

職

者

数

(a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (h) (a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (h)

20 31 22 110% 20 41 24 120%

20 20 20 1 19 100% 20 20 22 0 22 100%

25 42 33 132% 25 30 30 120%

25 26 26 5 21 100% 25 30 2 30 7 23 100%

20 29 24 120% 20 29 23 115% 5

20 19 19 4 15 100% 20 20 1 14 3 11 100%

130 102 79 121% 61 61 6 55 100% 130 100 77 118% 61 8 66 10 56 100%

入校率(c)＝入校者数(b)／定員(a)

就職率(h)＝就職者数(g)／（修了者数(e)－進学者数(f)）

入
校
者
数

入
校
率

令和元年度

定
　
員

応
募
者
数

進
学
者
数

就
職
者
数

就
職
率

平成30年度

修
了
者
数

中
退
者
数

入
校
率

入
校
者
数

進
級
者
数

定
　
員

応
募
者
数

就
職
者
数

就
職
率

進
級
者
数

中
退
者
数

修
了
者
数

進
学
者
数
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 ② 普通職業訓練・普通課程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う

ち

就

職

者

数

(a) (b) (c) (d) (e) (g)

生産ｼｽﾃﾑ制御科
（１年生）

10 5 4 40% 3 2

生産ｼｽﾃﾑ制御科
（２年生）

4 4 4

自動車整備科
（１年生）

20 35 15 75% 5

自動車整備科
（２年生）

19 1 18 18

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ制御科 １年 20 3 3 15% 1 1 2 1

50 43 22 44% 23 10 3 24 23

平成29年度

計

訓練期間

高等技術専門校
草津校舎

２年

高等技術専門校
米原校舎

２年

施　設　名 訓　練　科
定
　
員

中
退
者
数

修
了
者
数

就
職
者
数

応
募
者
数

入
校
者
数

入
校
率

進
級
者
数

100%

67%

96%

就
職
率

(h)

100%

う
ち

就
職

者
数

う
ち

就
職

者
数

(a) (b) (c) (d) (e) (g) (a) (b) (c) (d) (e) (g)

10 4 4 40% 10 4 4 40% 1 0

1 1 1 4 4 4

20 19 13 55% 1 20 14 11 55% 1

10 1 1 9 9 10 10 10

20 7 5 25% 2 3 1 20 4 4 20% 3 1 1

50 30 22 44% 11 4 1 13 11 50 22 19 38% 14 5 0 15 15

入校率(c)＝入校者数(b)／定員(a)

就職率(h)＝（就職者数(g)＋中退就職者数(d)）／（修了者数(e)＋中退就職者数(d)）

令和元年平成30年度

定
　
員

応
募
者
数

(h)

修
了
者
数

就
職
者
数

入
校
者
数

入
校
率

応
募
者
数

入
校
者
数

入
校
率

進
級
者
数

進
級
者
数

中
退
者
数

就
職
率

(h)

100%100%

定
　
員

中
退
者
数

修
了
者
数

就
職
者
数

就
職
率

100%

33%

85%

100%

100%

100%
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  ③ 普通職業訓練・短期課程（高等技術専門校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

う
ち

就
職
者

う
ち

就
職
者

1年 4月生 20 13 11 55% 3 2 8 6 80%

前年度1月生 10 10 4 4 6 4 80%

7月生 10 17 9 90% 9 9 100%

1月生 10 21 10 100% 10

前年度10月生 10 3 3 3 100%

4月生 10 3 3 30% 2 1 1 100%

10月生 10 5 5 50% 1 4

4月生 5 1 1 20% 1 1 100%

10月生 5 1

4月生 5 1 1 20% 1 1 100%

10月生 5 1 1 20% 1

前年度1月生 10 6 2 1 4 1 40%

7月生 10 9 10 100% 2 8 4 50%

1月生 10 4 4 40% 1 3

前年度1月生 10

7月生 10

1月生 10

前年度1月生 5 1 1

7月生 5 2 1 20% 1 1 100%

1月生 5

前年度6月生 10 2 2 2 1 1 100%

6月生※ 10 6 6 60% 3 3

ものづくり加工科 1年 10月生 10

生産ＣＡＤ科 6月 10月生 10

120 84 62 52% 22 21 9 20 44 32 77%

1年 4月生 15 14 12 80% 10 6 2 2 100%

前年度7月生 5 2 3 3 2 2 100%

7月生 5 6 4 80% 3 1

1年 4月生 20 23 20 100% 10 7 10 8 88%

住環境施工科 6月 10月生 10

4月生 10

10月生 10

60 43 36 60% 2 26 16 1 14 12 93%

180 43 36 20% 2 26 16 1 14 12 93%

服飾デザイン科

溶接技術科

機械加工技術科 1年

1年

6月

電気ｴﾈﾙｷﾞ―設備科 6月

入
校
率

応
募
者

中
退
者

繰
越
者

小　　計

ものづくり金属科

合　　計

1年

訓練科

6月

電気設備技術科 6月

金属加工技術科 1年

就
職
率

草
津
校
舎

小　　計

電気機械技術科

校
舎

生産システム設備科

訓
練
期
間

6月

機械実践技術科

6月

米
原
校
舎

木造建築科

入
校
者

入校区分

定
　
　
員

溶接実践技術科

住宅リフォーム科

平成29年度

在
校
者

年
度
末

修
了
者
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う
ち

就
職
者

う
ち

就
職
者

1年 4月生 20 11 10 50% 2 8 8 100%

前年度1月生 10 10 2 1 8 6 78%

7月生 10 19 10 100% 1 9 6 67%

1月生 10 17 9 90% 1 8

前年度10月生 10 4 1 4 4 100%

4月生 10 2 2 20% 2 2 100%

10月生 10 3 2 20% 2

4月生 5

10月生 5

4月生 5 2 2 40% 2 2 100%

10月生 5 1 1 20% 1 1 100%

前年度1月生 10 3 3

7月生 10

1月生 10

前年度1月生 10

7月生 10 12 10 100% 3 3 7 2 50%

1月生 10 7 7 70% 2 5

前年度1月生 5

7月生 5 1 1 20% 1

1月生 5 2 2 40% 2

前年度6月生 10 3 2 3 3 100%

6月生※ 10 6 4 40% 4

ものづくり加工科 1年 10月生 10

生産ＣＡＤ科 6月 10月生 10

120 83 60 50% 20 13 9 21 46 32 75%

1年 4月生 15 9 8 53% 5 5 3 1 75%

前年度7月生 5 1 1 1 50%

7月生 5 3 2 40% 2

1年 4月生 20 22 20 100% 6 3 14 9 71%

住環境施工科 6月 10月生 10 7 3 30% 3 3 100%

4月生 10

10月生 10

60 41 33 55% 1 13 9 21 13 73%

180 124 93 54% 21 26 18 21 67 45 74%

ものづくり金属科 1年

小　　計

合　　計

電気機械技術科 6月

生産システム設備科 1年

小　　計

6月

電気ｴﾈﾙｷﾞ―設備科 6月

草
津
校
舎

溶接技術科

機械加工技術科 1年

服飾デザイン科

金属加工技術科 1年

機械実践技術科 6月

電気設備技術科

校
舎

訓練科

訓
練
期
間

入校区分

定
　
　
員

米
原
校
舎

木造建築科

住宅リフォーム科 6月

溶接実践技術科 6月

就
職
率

平成30年度

応
募
者

入
校
者

入
校
率

繰
越
者

中
退
者

年
度
末

在
校
者

修
了
者
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う
ち

就
職
者

う
ち

就
職
者

1年 4月生 20 18 13 65% 2 1 11 10 92%

前年度1月生 10 8 1 7 4 57%

7月生 10 10 8 80% 8 5 63%

1月生 10 11 8 80% 8

前年度10月生 10 2 2 1 50%

4月生 10 8 5 50% 5 4 80%

10月生 10

4月生 5

10月生 5

4月生 5 4 2 40% 2 1 50%

10月生 5

前年度1月生 10

7月生 10

1月生 10

前年度1月生 10 5 3 1 2 2 100%

7月生 10 11 9 90% 4 3 5 3 75%

1月生 10 12 9 90% 1 8

前年度1月生 5 2 2

7月生 5

1月生 5

前年度6月生 10 4 1 1 3 3 100%

6月生※ 10 7 6 60% 1 5

ものづくり加工科 1年 10月生 10 4 4 40% 4

生産ＣＡＤ科 6月 10月生 10 13 10 100% 1 9 4 44%

120 98 74 62% 21 14 6 25 56 37 69%

1年 4月生 15

前年度7月生 5

7月生 5

1年 4月生 20 27 20 100% 8 4 12 8 75%

住環境施工科 6月 10月生 10

4月生 10 7 4 40% 2 1 2 1 67%

10月生 10 9 8 80% 3 3 5 4 88%

60 43 32 53% 13 8 19 13 78%

180 141 106 59% 21 27 14 25 75 50 72%

小　　計

草
津
校
舎

溶接技術科

機械加工技術科 1年

服飾デザイン科

ものづくり金属科 1年

小　　計

1年

年
度
末

在
校
者

修
了
者

就
職
率

電気機械技術科 6月

電気ｴﾈﾙｷﾞ―設備科 6月

令和元年

応
募
者

入
校
者

入
校
率

繰
越
者

中
退
者

機械実践技術科 6月

溶接実践技術科 6月

電気設備技術科 6月

訓
練
期
間

入校区分

定
　
　
員

6月

金属加工技術科 1年

生産システム設備科

合　　計

校
舎

訓練科

米
原
校
舎

木造建築科

住宅リフォーム科
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④ 普通職業訓練・短期課程（滋賀職業能力開発促進センター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う
ち

就
職
者

う
ち

就
職
者

4月生 15 21 15 100% 2 2 13 13 100%

10月生 15 21 15 100% 3 2 12 9 79%

前年度1月生 15 13 5 3 8 6 80%

７月生 15 17 15 100% 5 3 10 10 100%

1月生 15 15 15 100% 1

６月生 15 18 15 100%

１２月生 15 16 15 100%

前年度11月生 15 9 3 3 6 4 71%

前年度2月生 15 10 3 2 7 6 89%

5月生 15 15 13 87% 1 1 12 9 77%

8月生 15 18 10 67% 3 3 7 7 100%

11月生 15 14 13 87% 8 8 5

2月生 15 15 10 67% 10

前年度1月生 15 15 2 2 13 10 79%

4月生 15 24 15 100% 15 12 80%

7月生 15 24 15 100% 4 3 11 8 79%

10月生 15 25 15 100% 6 6 9 8 93%

1月生 15 18 14 93% 14

前年度12月生 10 5 2 2 3 2 67%

前年度3月生 10 4 4 3 75%

3月生 15 5 4 27% 4

機械加工ＮＣ技術科
（橋渡し本訓練）

6月 9月生 15 8 8 53% 2 2 6 5 88%

機械加工ＮＣ技術科
（橋渡し）

1月 8月生 15 7 4 27%

4月生 15 18 15 100% 1 1 14 13 93%

10月生 15 19 15 100% 3 3 12 9 80%

前年度12月生 9 3 1 1 2 1 50%

前年度2月生 9 5 2 1 3 3 100%

７月生 15 15 13 87% 4 2 9 9 100%

1月生 15 7 6 40% 2 1 4

昨年度3月生 15 15 2 2 13 10 79%

昨年度12月生 15 11 1 10 5 50%

6月生 15 16 15 100% 5 4 10 7 79%

9月生 15 12 9 60% 2 2 8 7 90%

12月生 15 16 15 100% 2 2 13

3月生 15 8 6 40% 6

昨年度3月生 10 11 3 2 8 8 100%

9月生 15 19 15 100% 8 7 7 6 93%

3月生 10 23 15 150% 15

400 434 335 84% 101 86 70 71 232 190 86%

6月

6月

6月

1月

6月

6月

6月

6月

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科
（橋渡し本訓練）

訓練科

訓
練
期
間

入校区分 繰
越
者

応
募
者

入
校
者

入
校
率

定
　
　
員

平成29年度

年
度
末

在
校
者

修
了
者

就
職
率

中
退
者

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科 6月

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科
（橋渡し訓練）

ＣＡＤ・ものづくり
サポート科

溶接施工科

ビル設備サービス科

合　　　　　計

機械加工ＮＣ技術科

電気設備技術科

電気設備技術科
（短期デュアル）

ＩＣＴ生産サポート科

6月
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う
ち

就
職
者

う
ち

就
職
者

4月生 15 18 15 100% 2 13 11 85%

10月生 15 18 15 100% 4 3 11 10 93%

前年度1月生 15 14 14 12 86%

７月生 15 15 15 100% 2 2 13 11 87%

1月生 15 15 15 100% 2 2 13

６月生 15 17 15 100%

１２月生 15 18 15 100%

前年度11月生 15 5 1 1 4 4 100%

前年度2月生 15 10 10 9 90%

5月生 15 12 9 60% 5 3 4 4 100%

8月生 15 8 8 53% 8 7 88%

11月生 15 6 6 40% 1 5

2月生 15 3 2 13% 1 1 1

前年度1月生 15 14 3 3 11 8 79%

4月生 15 18 14 93% 1 1 13 12 93%

7月生 15 23 15 100% 5 2 10 8 83%

10月生 15 21 14 93% 2 2 12 10 86%

1月生 15 15 14 93% 2 2 12

機械加工ＮＣ技術科 前年度3月生 10 4 1 3 2 67%

9月生 15 8 8 53% 4 1 4 3 80%

3月生 15 11 10 67% 10

8月生 5 6 6 120%

2月生 5 10 8 160%

4月生 15 13 12 80% 5 2 7 7 100%

10月生 15 12 9 60% 1 1 8 8 100%

前年度1月生 9 4 4 3 75%

７月生 15 13 12 80% 4 4 8 8 100%

1月生 15 11 11 73% 1 10

昨年度3月生 15 13 1 1 12 10 85%

昨年度12月生 15 6 1 1 5 3 67%

6月生 15 18 15 100% 5 5 10 9 93%

9月生 15 14 13 87% 3 1 10 7 73%

12月生 15 22 15 100% 2 1 13

3月生 15 16 11 73% 11

昨年度3月生 10 15 4 4 11 11 100%

9月生 15 21 14 93% 2 2 12 9 79%

3月生 15 22 15 100% 15

400 404 331 83% 85 65 45 90 217 186 88%

1月

6月

6月

6月

繰
越
者

応
募
者

入
校
者

入
校
率

定
　
　
員

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科 6月

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科
（橋渡し本訓練）

訓練科

訓
練
期
間

入校区分

6月

合　　　　　計

電気設備技術科

電気設備技術科
（短期デュアル）

ＩＣＴ生産サポート科

6月

平成30年度

年
度
末

在
校
者

修
了
者

就
職
率

中
退
者

機械加工ＮＣ技術科
（橋渡し本訓練）

6月

機械加工ＮＣ技術科
（橋渡し）

1月

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科
（橋渡し訓練）

ＣＡＤ・ものづくり
サポート科

溶接施工科

ビル設備サービス科

6月

6月
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う
ち

就
職
者

う
ち

就
職
者

4月生 15 19 10 67% 10 7 70%

10月生 15 30 13 87% 2 1 11 9 83%

前年度1月生 15 13 1 1 12 9 77%

７月生 15 17 17 113% 1 1 16 14 88%

1月生 15 15 15 100% 15

６月生 15 19 17 113%

１２月生 15 19 16 107%

前年度11月生 15 5 5 4 80%

前年度2月生 15 1 1 1 100%

5月生 15 16 13 87% 4 2 9 8 91%

8月生 15 9 9 60% 1 1 8 7 89%

11月生 15 11 11 73% 1 10

2月生 15 12 12 80% 1 1 11

前年度1月生 15 12 1 1 11 10 92%

4月生 15 21 15 100% 4 2 11 7 69%

7月生 15 19 13 87% 1 1 12 11 92%

10月生 15 21 15 100% 3 3 12 10 87%

1月生 15 19 15 100% 2 2 13

前年度3月生 10 10 1 1 9 8 90%

9月生 12 9 8 67% 2 1 6 5 86%

3月生 12 10 10 83% 10

8月生 5 9 7 140%

2月生 5 8 7 140%

4月生 15 12 9 60% 1 1 8 8 100%

10月生 15 15 14 93% 3 3 11 9 86%

前年度1月生 9 10 4 3 6 4 78%

７月生 13 12 10 77% 3 3 7 5 80%

1月生 13 6 4 31% 4

昨年度3月生 15 13 2 1 11 7 67%

昨年度12月生 15 11 11 10 91%

6月生 15 23 15 100% 1 14 10 71%

9月生 15 16 13 87% 5 3 8 4 64%

12月生 15 21 15 100% 4 2 11

3月生 15 14 13 87% 13

昨年度3月生 10 15 4 3 11 10 93%

9月生 15 27 15 100% 3 3 12 12 100%

3月生 15 23 15 100% 15

390 452 346 89% 90 55 40 102 232 189 84%

機械加工ＮＣ技術科
（橋渡し本訓練）

6月

1月

6月

6月

6月

機械加工ＮＣ技術科
（橋渡し）

1月

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科
（橋渡し訓練）

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科
（橋渡し本訓練）

訓練科

訓
練
期
間

入校区分

6月

繰
越
者

応
募
者

入
校
者

入
校
率

定
　
　
員

令和元年度

年
度
末

在
校
者

修
了
者

就
職
率

中
退
者

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科 6月

ＣＡＤ・ものづくり
サポート科

溶接施工科

ビル設備サービス科

6月

6月

合　　　　　計

電気設備技術科

電気設備技術科
（短期デュアル）

ＩＣＴ生産サポート科

6月
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  ⑤ 普通職業訓練・短期課程（障害者対象） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑥ 高度職業訓練・短期課程（在職者対象） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑦ 普通職業訓練・短期課程（在職者対象） 

 

  

就
職
者

う
ち

就
職
者

う
ち

就
職
者

う
ち

就
職
者

う
ち

(a) (b) (c) (d) (e) (g) (h) (b) (c) (d) (e) (g) (h)

前年度10月生 5 1 1

4月生 15 6 5 33% 5 3 100% 6 6 40% 3 2 3 3 100%

10月生 5 1 1 20% 1

20 6 5 25% 1 5 3 1 75% 7 7 35% 4 2 3 3 100%

就
職
者

う
ち

就
職
者

う
ち

(a) (b) (c) (d) (e) (g) (h)

前年度10月生 5

4月生 15 7 7 47% 6 5 1 1 100%

10月生 5

20 7 7 35% 6 5 1 1 100%

入校率(c)＝入校者(b)／延定員(a)

就職率(g)＝就職者(f)＋中退就職者(d)＋前年度中退就職者／修了者(e)＋中退就職者(d)＋前年度中退就職者

中
退
者

応
募
者

就
職
率

合　　　計

高等技術
専 門 校
草津校舎

入校区分

定
　
員

在
校
者

年
度
末

総合実務科
(販売事務コース)
(ＯＡ事務コース)

１年

入
校
者

入
校
率

施設名 訓　練　科
繰
越
者

在
校
者

年
度
末

修
了
者

就
職
率

入
校
者

令和元年

施　設　名 訓　練　科

高等技術
専 門 校
草津校舎

総合実務科
(販売事務コース)
(ＯＡ事務コース)

１年

訓練
期間

修
了
者

合　　　計

繰
越
者

入
校
率

応
募
者

入
校
者

平成30年度

中
退
者

在
校
者

年
度
末

修
了
者

就
職
率

応
募
者

訓練
期間

入校区分

定
　
員

平成29年度

入
校
率

繰
越
者

中
退
者

開催
回数

受講者
開催
回数

受講者
開催
回数

受講者

機　械　系 旋盤作業、機械保全技術等 59 634 110 955 114 927

電気・電子系 電気保全技術、電子回路等 45 410 54 404 58 370

居　住　系 配管、電気設備保安技術等 0 0 5 59 4 27

機　械　系 機械設計技術等 24 215 31 293 555 817

電気・電子系 アプリケーション開発技術等 17 165 15 73 131 189

居　住　系 建築構造・材料等 9 90 3 11 19 27

154 1,514 218 1,795 881 2,357

令和元年度平成30年度平成29年度

施　設　名

滋賀
職業能力開発
促進センター

合　　　計

訓　練　系 コース内容

滋賀
職業能力開発
短期大学校

開催
回数

受講者
開催
回数

受講者
開催
回数

受講者

機械加工系 フライス盤、ＮＣ旋盤作業等 37 256 41 353 42 312

溶　接　系 アーク溶接、半自動溶接等 17 87 15 84 16 94

電気・電子系 電気計測、電気主任技術者関連分野等 28 194 22 157 23 164

建　築　系 建築ＣＡＤ、大工基本作業等 25 96 10 39 0 0

制　御　系 ＰＬＣ制御、油圧・空気圧制御技術等 23 172 23 190 21 182

機械加工系 フライス盤、ＮＣ旋盤作業等 43 349 39 297 28 222

溶　接　系 アーク溶接、産業用ロボット等 19 83 15 76 12 64

電気・電子系 電気回路等 2 13 2 12 1 10

塗　装　系 塗装基本作業 1 3 1 5 1 4

195 1,253 168 1,213 144 1,052

令和元年度

合　　　計

平成30年度平成29年度

高等技術
専 門 校
米原校舎

高等技術
専 門 校
草津校舎

施　設　名 訓　練　系 コース内容
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（２）施設外委託訓練 

  ① 普通職業訓練・短期課程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 普通職業訓練・短期課程（母子家庭の母等・子育て家庭支援・女性の再チャレンジ支援） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

(a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (a) (b) (c) (d) (e) (f) (g)

35 16 13 21 16 100% 3 2 13 11 87% 34 70 16 21 19 27% 2 2 17 11 68%

3 36 2 40 24 67% 9 2 15 12 82% 3 36 1 16 9 25% 2 2 7 3 56%

3 36 3 32 18 50% 1 1 17 12 72% 3 36 1 12 8 22% 1 1 7 5 75%

41 88 18 93 58 66% 13 5 45 35 80% 40 142 18 49 36 25% 5 5 31 19 67%

入校率(c)＝入校者(b)／延定員(a)

就職率(g)＝就職者(f)＋中退就職者(d)／修了者(e)＋中退就職者(d)

令和元年度

計
画
コ
ー

ス

延
定
員

応
募
者

入
校
者

入
校
率

中
退
者

修
了
者

就
職
率

実
施
コ
ー

ス

平成30年度

修
了
者

延
定
員

応
募
者

入
校
者

計
画
コ
ー

ス

実
施
コ
ー

ス

就
職
率

入
校
率

中
退
者

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

(a) (b) (c) (d) (e) (f) (g)

知識等習得コース 2～6か月 79 1,175 79 1,494 1,007 86% 111 70 896 634 73%

資格取得コース（１年目） 2 10 2 14 9 90% - - -

資格取得コース（２年目） 3 3 (19) 1 18 18 100%

定住外国人向け職業訓練コース 4か月 3 45 2 23 14 31% 2 12 10 83%

日本版デュアルシステム 4か月 4 60 3 59 37 62% 6 4 31 22 74%

91 1,290 89 1,590 1,067 83% 120 74 957 684 74%

区　　分
訓練
期間

入
校
率

計
画
コ
ー

ス

延
定
員

応
募
者

(

進
級
者)

入
校
者

24か月

実
施
コ
ー

ス

施設名

平成29年度

高等技術
専 門 校

計

修
了
者

就
職
率

中
退
者

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

(a) (b) (c) (d) (e) (f) (g)
母子家庭の母等訓練コース
（優先型）

2～3か月 35 70 17 25 21 30% 5 3 16 15 95%

子育て家庭支援コース 3か月 3 36 2 22 16 44% 2 1 14 10 73%

女性の再チャレンジ支援コース 1～2か月 3 36 3 39 26 72% 5 2 21 9 48%

41 142 22 86 63 44% 12 6 51 34 70%計

高等技術
専 門 校

就
職
率

入
校
率

修
了
者

施設名 区　　分
訓練
期間

平成29年度

延
定
員

応
募
者

入
校
者

計
画
コ
ー

ス

中
退
者

実
施
コ
ー

ス

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

(a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (a) (b) (c) (d) (e) (f) (g)

79 1,184 77 1,378 949 80% 108 61 841 587 72% 79 1,181 79 1,259 925 78% 93 58 713 504 73%

4 33 4 18 11 33% - - 5 38 5 25 15 39% - -

2 2 (9) 8 8 100% 4 4 (10) 10 10 100%

3 45 3 29 18 40% 4 2 14 11 81% 3 45 2 33 24 53% 1 1 23 18 79%

4 60 4 38 31 52% 15 13 16 13 90% 4 60 2 23 16 27% 1 0 15 13 87%

92 1,322 90 1,463 1,009 76% 127 76 879 619 73% 95 1,324 92 1,340 980 74% 95 59 761 545 74%

入校率(c)＝入校者(b)／延定員(a)

就職率(g)＝就職者(f)＋中退就職者(d)／修了者(e)＋中退就職者(d)

中
退
者

修
了
者

令和元年度

就
職
率

修
了
者

中
退
者

(

進
級
者

)

入
校
者

入
校
率

平成30年度

計
画
コ
ー

ス

延
定
員

計
画
コ
ー

ス

延
定
員

応
募
者

就
職
率

入
校
率

実
施
コ
ー

ス

(

進
級
者

)

入
校
者

応
募
者

実
施
コ
ー

ス
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  ③ 普通職業訓練・短期課程（障害者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

(a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (a) (b) (c) (d) (e) (f) (g)

4 22 10 10 45% 1 0 9 2 22% 7 25 12 11 44% 0 11 2 18%

8 8 8 8 100% 2 6 6 100% 7 7 7 7 100% 7 7 100%

0 0

12 30 18 18 60% 3 0 15 8 53% 14 32 19 18 56% 0 0 18 9 50%

入校率(c)＝入校者(b)／延定員(a)

就職率(g)＝就職者(f)＋中退就職者(d)／修了者(e)＋中退就職者(d)

就
職
率

延
定
員

応
募
者

入
校
者

入
校
率

中
退
者

修
了
者

入
校
者

入
校
率

中
退
者

修
了
者

就
職
率

実
施
コ
ー

ス

実
施
コ
ー

ス

延
定
員

応
募
者

令和元年度平成30年度

う
ち
就
職
者

う
ち
就
職
者

(a) (b) (c) (d) (e) (f) (g)

知識・技能習得訓練 2～3か月 9 35 18 14 40% 1 0 13 7 54%

実践能力習得訓練 1～3か月 6 6 6 6 100% 0 6 6 100%

特別支援学校早期訓練 1～3か月

15 41 24 20 49% 1 0 19 13 68%

入
校
者

応
募
者

計

施設名 区　　分
訓練
期間

高等技術
専 門 校

延
定
員

実
施
コ
ー

ス

平成29年度

修
了
者

就
職
率

中
退
者

入
校
率
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３ 特別に配慮を要する方に対する援護対策等 

（１）訓練手当 

  障害者、母子家庭の母等の労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職

業生活の充実等に関する法律施行規則（旧 雇用対策法施行規則）に規定される求職者で、

公共職業安定所長の受講指示により、公共職業訓練等を受ける者に対して訓練手当を支

給している。 

 

訓練手当支給状況 

訓練施設       年 度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

高等技術専門校 
米原校舎 1 人 

 
1 人 

 
 

草津校舎 2 人 
 

   

滋賀職業能力開発促進センター 1 人 
 

1 人 1 人  

県外障害者職業能力開発校 3 人 2 人 1 人 1 人 2 人 

施設内訓練計 5 人 2 人 5 人 3 人 2 人 

支 給 額 1,860 千円 323 千円 3,350 千円 2,428 千円 2,310 千円 

施設外委託訓練 40 人 45 人 37 人 31 人 21 人 

支 給 額 13,937 千円 15,917 千円 14,907 千円 10,743 千円 7,089 千円 

合     計 45 人 47 人 42 人 34 人 23 人 

支 給 額 合 計 15,797 千円 16,240 千円 18,257 千円 13,171 千円 9,399 千円 

 

（２）障害者の職業能力開発の推進 

 障害者の職業訓練については、施設・設備の整備を図り、一般の公共職業能力開発施

設への入校を促進するとともに、企業、NPO 法人、民間教育訓練機関等の多様な委託先

を活用し、障害の態様に応じた職業訓練を実施している。 

また、高等技術専門校草津校舎において知的障害者を対象とした職業訓練（総合実務

科）を実施している。 

 

（３）母子家庭の母等の職業能力開発の推進 

就労経験が乏しい等の理由で失業状態にある母子家庭の母等を対象に、民間教育訓練

機関等を活用した職業訓練を実施している。    

 

（４）定住外国人の職業能力開発の推進 

身分に基づき我が国に在留する外国人（日本の国籍を取得した者を含む。）を対象に、

日本語の能力等に配慮した職業訓練を民間教育訓練機関等で実施している。 
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第４章 民間職業訓練 

 

１ 認定職業訓練 

 認定職業訓練は、事業主等が雇用する労働者等に対して体系的かつ合理的な方法で行う

教育訓練で、技能労働者の育成ならびに地位向上を目的として、職業能力開発促進法に基

づき都道府県知事が認定した訓練のことをいい、本県においても産業発展を支える重要な

役割を果たしている。 

訓練の方法としては、事業主が単独で行う単独職業訓練と、事業主や事業主の団体等が

共同で実施する共同職業訓練があり、県内には併せて 21 校（うち３校は訓練校休止中）の

訓練施設がある。 

 

認定職業訓練校概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電話番号
ＦＡＸ番号

滋賀県
理容美容学園 〒５２０－０８０６ 077-510-1010

【(職)滋賀県理容美容教育協会】 大津市打出浜１３－２２－２０２ 077-510-1011

滋賀電気技術専門学院 〒５２５－００４１ 077-562-2069

【(職)滋賀県電気工事技術協会】 草津市青地町２９９－１ 077-562-2081

滋賀県瓦高等職業訓練校 普通(２年) 建築外装系屋根施工科 〒５２４－０１０４ 077-585-3600

【(職)いらか会】 短期 屋根施工科 守山市木浜町１００ 077-585-3601

滋賀県八幡建築高等職業訓練校 普通(２年) 建築施工系木造建築科 〒５２３－００３２ 0748-33-0688

【(職)八幡工匠会】 短期 木造建築科 近江八幡市白鳥町１３３－６ 0748-32-7734

滋賀県板金高等技術専門校 普通(２年) 建築外装系建築板金科 〒５２０－０８０６ 077-523-1737

【(職)滋賀県板金訓練協会】 短期 建築板金科 大津市打出浜１３－３９ 077-523-1746

滋賀県調理短期大学校 〒５２６－００２５ 0749-62-0795

【(職)滋賀県調理技能協会】 長浜市分木町８－５ 同上

滋賀県溶接職業訓練校 〒５２０－０８６５ 077-534-1140

【(職)滋賀県溶接訓練協会】 大津市南郷五丁目２－１４ 077-534-1173

滋賀県塗装共同職業訓練校 〒５２０－０８６５ 077-534-9382

【(職)滋賀県塗装訓練協会】 大津市南郷五丁目２－１４ 077-533-2608

滋賀県自動車整備研修センター 〒５２４－０１０４ 077-585-2221

【(一社)滋賀県自動車整備振興会】 守山市木浜町２２９８－１ 077-585-7500

滋賀県プラスチック共同職業訓練校 〒５２０－０８６５ 077-534-9382

【滋賀県プラスチック工業会】 大津市南郷五丁目２－１４ 077-533-2608

テクニカルスクール 〒５２９－１３１３ 0749-42-4657

【職業訓練校テクニカルスクール】 愛知郡愛荘町市１７０５－１ 0749-42-4826

日本塗装技術センター 自動車塗装科 〒５２５－００７２ 077-565-0210

【イサム塗料(株)】 建築塗装科 草津市笠山八丁目２－１ 077-565-0067

木澤社寺建築高等職業訓練校 〒５２９－１３１４ 0749-42-2859

【(株)木澤工務店】 愛知郡愛荘町中宿１７３ 0749-42-5727

たねやアカデミー 〒５２３－０８２８ 0749-49-5955

【(株)たねや】 近江八幡市宮内町２４６ 0749-42-5777

配管科

(株)パナソニックマーケティング 冷凍空気調和機器設備科

スクール インテリアサービス科 〒５２５－００５８ 077-516-6971

【(株)パナソニックマーケティン 建築科 草津市野路東二丁目１２－１ 077-566-6474

グスクール】 電気工事科

経営管理科

一般事務科

建築科宮大工研修講座コース

和菓子製造科

溶接科

塗装科

自動車整備科

プラスチック成形科

美容科

短期

短期

短期

短期

短期

短期

短期

短期

短期

短期 理容科

短期 電気工事科

専門(２年) 調理技術系調理技術科

認定職業訓練校名
【運営主体団体名】

訓練科名・コース名 所 　 在  　地

（令和２年12月10日現在）

訓練課程
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電話番号

ＦＡＸ番号

日吉塾 〒５２３－０８０６ 0748-32-5111

【(株)日吉】 近江八幡市北之庄町９０８ 0748-32-4192

積水ハウス(株)中日本教育訓練 〒５２０－３０２６ 077-553-4661

センター 栗東市下鈎１５０４ 077-553-9280

【積水ハウス(株)】

パナソニックホームズ(株)

西部職業能力開発校 〒５２７－０１２３ 0749-45-1201

【パナソニックホームズ(株) 東近江市中岸本町２８１ 0749-45-2523

人事総務部】

短期

短期

化学分析科

プレハブ建築科

プレハブ建築科

認定職業訓練校名
【運営主体団体名】

訓練課程 訓練科名・コース名 所 　 在  　地

短期

（一部訓練科休止中）
電話番号

ＦＡＸ番号
木澤社寺建築高等職業訓練校 普通(２年) 建築科（木造建築科相当） 〒５２９－１３１４ 0749-42-2859

【(株)木澤工務店】 短期 建築科管理監督者コース 愛知郡愛荘町中宿１７３

（訓練校休止中）
電話番号

ＦＡＸ番号
滋賀県自動車車体専修職業訓練校 〒５２０－３０２２ 077-553-5886

【(職)車体整備訓練協会】 栗東市上鈎１１６－２ 077-553-5885

滋賀ヘアビジネス・スクール 〒５２０－０８４３ 077-534-6980

【(有)タグチ】 大津市北大路一丁目１０－１１ 077-543-9633

アイムヘアメイクアカデミー 〒５２５－００５９ 077-566-5006

【(有)アイムインターナショナル】 草津市野路一丁目８－１８ 077-566-5008

Ｅ.Ｅビル　203号室

認定職業訓練校名
【運営主体団体名】

訓練課程 訓練科名・コース名 所 　 在  　地

認定職業訓練校名
【運営主体団体名】

訓練課程 訓練科名・コース名 所 　 在  　地

塗装科

ヘアデザイン科

美容科

短期

短期

短期
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２ 認定職業訓練実施状況 

(１) 長期間の訓練課程 

     （単位：人） 

 

 

 

（２）短期間の訓練課程 
  （単位：人） 

 

 

 

 

認定職業訓練校名 
職業訓練の 

種類・課程 
訓練科名 

修了者数 
在  校  生 

令和２年 4月 30 日現在 

累計 

(平成 28 年度

まで) 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 
令和元年 計 

令和２ 

年度 

入校生 

左記 

以外 
計 

単
独 

たねやアカデミ

ー 

普通職業訓練 

普通課程 

パン・ 

菓子製造科 

H29.3.31 廃止 

140 5   145   

 

 

 

共

同 

滋賀県瓦 

高等職業訓練校 
屋根施工科 301 2 6  309  3 3 

滋賀県八幡建築 

高等職業訓練校 
木造建築科 281    281    

滋賀県板金 

高等技術専門校 
建築板金科 243  13 10 266  10 10 

滋賀県調理 

短期大学校 

高度職業訓練 

専門課程 
調理技術科 499 19 13 14 545 13 ７ 20 

計 1,464 26 32 24 1,546 23 10 33 

認定職業訓練校名 訓練科名 

修了者数 令和 

２年度 

計画 

累計 

(平成27年度

まで) 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 
計 

単 
 
 

独 

木澤社寺建築高等職業訓練校 建築科 55 9 9 9 9 91 10 

パナソニックホームズ（株）

西部職業能力開発校 
プレハブ建築科 30,781 1,349 1,699 1,306 624 35,135 990 

（株）パナソニックマーケテ

ィングスクール 
配管科 他6科 21,590 309 370 339 380 35,759 520 

積水ハウス（株）中日本教育

訓練センター 
プレハブ建築科 2,398     24 14 17 22 2,475 69 

アイムヘアメイクアカデミー 美容科 858  4 0 0 0 862 0 

日本塗装技術センター 
自動車塗装科、 

建築塗装科 
1,333 33  26 41 32 1,465 220 

日研トータルソーシング(株)

彦根テクノセンター 
生産設備保全科 940 92 0 0 0 1,032 0 

たねやアカデミー 和菓子製造科 0  20 20 20 60 0 

日吉塾 化学分析科  10 14 10 12 11 57 10 
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３ 職業能力開発推進者 

  職業能力開発促進法第 12 条では、事業主は企業内の職業能力開発の責任者である職業能

力開発推進者を選任するよう努めなければならないとされており、選任した場合は、滋賀

労働局に選任届を提出することとされている。 

職業能力開発推進者の選任状況     （単位：人） 

業種区分 
平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

建設業 488  499  516  566 569 572 

製造業 599  620  633  646 647 649 

電気・ガス・水道業 39  39  41  41 41 41 

運輸・通信業 55  69  80  84 85 85 

卸・小売・飲食業 247  273  308  247 249 250 

金融・保険業 17  20  25  26 26 26 

サービス業・その他 500  495  597  737 751 754 

計 1,945  2,015  2,200  2,347 2,368 2,377 

注：各年度末の状況 

認定職業訓練校名 訓練科名 

修了者数 
令和 

２年度 

計画 

累計 

(平成27年度

まで) 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 
計 

共 
 
 

同 

滋賀県理容美容学園 理容科 7,238  1  0 0 0 7,239 5 

滋賀電気技術専門学院 電気工事科 4,728   101 88 74 77 5,068 195 

滋賀県瓦高等職業訓練校 屋根施工科 468  9  6 0 0 483 0 

滋賀県八幡建築 

高等職業訓練校 
木造建築科 911  26  19 12 13 981 42 

滋賀県造園高等訓練校 

Ｒ２.３.31解散 
造園科 2,969  21  15 19 0 3,024 0 

滋賀県板金 

高等技術専門校 
建築板金科 5,735  42  41 12 60 5,890 30 

滋賀県プラスチック 

共同職業訓練校 

プラスチック成

形科 
2,495  18  29 23 23 2,588 70 

滋賀県溶接職業訓練校 溶接科 1,279  54  38 43 39 1,453 60 

滋賀県塗装共同 

職業訓練校 
塗装科 1,409  18  17 8 5 1,457 30 

滋賀県自動車整備 

研修センター 
自動車整備科 11,987  178  161 156 184 12,666 355 

テクニカルスクール 美容科 500  38  40 48 7 633 120 

計 97,959 2,340 2,602 2,139 1,506 106,546 2,726 
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第５章 職業訓練指導員 

 

１ 職業訓練指導員 

 公共職業能力開発施設および認定職業訓練施設で訓練を担当する場合は、原則として

｢職業訓練指導員免許｣を必要とする。現在 123 の免許職種があり、それぞれについて担

当できる訓練科目が定められている。  

 職業訓練指導員は、技能や知識を効果的に指導する能力を持ち、訓練生の学科・実技

などの指導に携わり、訓練計画の立案や実施、評価をするとともに、キャリア形成の支

援を行う。また、企業や在職者に対しても、それぞれのニーズに応じた職業能力開発等

に対する相談や援助等を行う。 

 なお、平成 29年 11 月に職業訓練指導員の統一的な愛称が「テクノインストラクタ

ー」と定められた。 

  

（１）職業訓練指導員免許 

   下記のいずれかに該当する者は、知事へ申請することにより免許を取得できる。 

   ① 指導員訓練のうち、厚生労働省令で定める訓練課程を修了した者 

   ② 職業訓練指導員試験に合格した者 

   ③ 職業訓練指導員の業務に関して、上記の者と同等以上の能力を有すると認め

られる者 

 

   （単位：件） 

職業能力開発促進法 

第 28 条第３項 

累 計 

（27 年度まで） 

平 成 

28 年度 

平 成 

29 年度 

平 成 

30 年度 

令和 

元年 
計 

１ 号 1,537 0 3 １ 0 1,541 

２ 号 1,046 7 18 8 8 1,087 

３ 号 5,781 17 8 19 29 5,854 

合 計 8,364 24 29 28 37 8,482 

 

 

 

 

 

 

 

 

職業訓練指導員免許交付状況 
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職業訓練指導員免許資格一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指導員訓練のうち、長期または専門課程を修了した者 －

指導員訓練のうち、長期養成課程を修了した者 －

指導員訓練のうち、職種転換課程を修了した者 －

職業訓練指導員試験に合格した者 －

１　号
１級の技能検定または等級に区分しないで行う技能検定（単一等級の技能検定）に合格した者で、厚生労働
大臣が指定する講習を修了した者

－

２　号
免許職種に関する学科を修めた者で、看護、看護実習、家庭、家庭実習、情報、情報実習、農業、農業実
習、工業、工業実習、商業、商業実習、水産、水産実習、福祉または福祉実習の教科についての高等学校の

教員の普通免許状を有する者
－

３　号 旧法の職業訓練大学校における職業訓練指導員の訓練で、長期訓練または短期訓練の課程を修了した者 －

４　号 旧法の職業訓練指導員試験に合格した者 －

５　号
総合課程または応用課程を修了した者であって、長期養成課程の職業能力開発研究学域において職業能力開
発総合大学校の長が定める科目を履修した者

－

６　号
指定講習受講資格者であって、短期養成課程の指導員養成訓練において職業能力開発総合大学校の長が定め
る科目を履修した者

－

７　号
免許職種に関する短期養成課程の指導員養成訓練を修了し、職業訓練指導員試験の実技試験および学科試験

に合格した者と同等以上の技能およびこれに関する知識を有すると職業能力開発総合大学校の長が認める者
－

１  号 大学（短期大学は除く）において免許職種に関する学科を修めて卒業した者 ２年

２　号 短期大学または高等専門学校において免許職種に関する学科を修めて卒業した者 ４年

２号の２
免許職種に相当する応用課程または特定応用課程および特定専門課程の高度職業訓練に係る訓練科に関し技
能照査に合格した者

１年

２号の３
免許職種に相当する専門課程の高度職業訓練（改正前の専門課程および専門訓練課程の養成訓練を含む）に
係る訓練科に関し技能照査に合格した者

３年

１  号 専門課程の高度職業訓練(養成訓練)を修了した者 ４年

１号の２ 普通課程の普通職業訓練（養成訓練）において技能照査に合格した者 ６年

１号の３ 普通課程の普通職業訓練（養成訓練）を修了した者 ７年

２　号
短期課程の普通職業訓練（700時間以上）を修了した者または職業転換課程の能力再開発訓練（800時間以
上）を修了した者

10年

３　号 専修訓練課程の普通職業訓練（養成訓練）を修了した者 10年

４　号
外国の学校で大学（短大は除く）と同等以上と認められるものにおいて、免許職種に関する学科を修めて卒

業した者
２年

５　号
旧法の認定職業訓練（訓練期間の基準が３年）または改正前の労働基準法の認可を受けて行われた技能者養

成を修了した者
７年

６　号 高等学校において免許職種に関する学科を修めて卒業した者 ７年

７　号 旧法の職業訓練（２年および3,600時間）または旧法の認定職業訓練（２年）を修了した者 ８年

８　号
旧法の職業訓練（１年および1,800時間）または旧法の公共職業補導所の職業補導（１年および1,824時間）
を修了した者

10年

９　号 旧法施行前の失業保険法の職業訓練（１年および1,824時間）を修了した者 10年

10　号 改正省令前の都道府県が設置する施設で、家事サービス職業訓練を担当していた者 －

11　号 旧訓練法規則の特別高等訓練課程の養成訓練において技能照査に合格した者 ３年

11号の２ 旧訓練法規則の特別高等訓練課程の養成訓練を修了した者 ４年

11号の３ 旧訓練法規則の高等訓練課程の養成訓練において技能照査に合格した者 ６年

12　号 旧訓練法規則の高等訓練課程の養成訓練を修了した者 ７年

13　号 旧訓練法規則の専修訓練課程の養成訓練を修了した者 10年

14　号 厚生労働省職業能力開発局長が認めた者 －

規
則
附
則
第
９
条

告
示
第
３
８
号

施
行
規
則
第
３
９
条

１　　　号

（注）規則附則第９条および告示第38号に該当するものは職業訓練指導員講習（48時間講習）を修了することが必要

２　　　号

内　　　容 実務経験

根　　　拠

（職業能力開発促進法
第28条第３項）

３号
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２ 職業訓練指導員試験 

   職業訓練指導員試験は、職業訓練指導員免許を受けようとする者の適否を判断するた

め都道府県知事が実施するもので、この試験の合格者は職業訓練指導員免許の申請資格

が得られる。 

   試験は、実技試験および学科試験に区分して行われるが、一定の資格を有する者に対

しては、実技の全部、学科試験の全部または一部が免除される。 

 

 職業訓練指導員試験の受験資格および免除の範囲（その１） 
 

実務経験 

年  数 

免除の範囲 

実 技 

学   科 

関連学科 
指 導 

方 法 
系基礎 

学   科 

専  攻 

学 科 

職
業
能
力
開
発 

長期課程の指導員訓練修了 １年以上         

長期養成課程の指導員訓練修了 １年以上         

短期養成課程の指導員養成訓練を修了し、職業訓練指導員試験

において学科試験のうち指導方法に合格した者と同等以上の能

力を有すると職業能力開発総合大学校の長が認める者 

１年以上       ◎ 

短期養成課程の指導員養成訓練を修了し、職業訓練指導員試験

において学科試験のうち関連学科に合格した者と同等以上の能

力を有すると職業能力開発総合大学校の長が認める者 

１年以上   ◎ ◎   

短期養成課程の指導員養成訓練を修了し、職業訓練指導員試験

において実技試験に合格した者と同等以上の能力を有すると職

業能力開発総合大学校の長が認める者 

１年以上 ◎       

○特定応用課程の高度職業訓練修了 ０年   ◎ ◎   

○応用課程の高度職業訓練修了 ０年   ◎ ◎   

○特定専門課程の高度職業訓練修了 １年以上   ◎ ◎   

○専門課程の高度職業訓練修了 １年以上   ◎ ◎   

○普通課程の普通職業訓練修了 ２年以上         

○専修訓練課程の普通職業訓練修了 ３年以上         

○短期課程の普通職業訓練(700 時間以上)修了 ３年以上         

学
校
教
育 

●大学卒業 １年以上   ◎ ◎   

●短期大学卒業 ２年以上         

●高等専門学校卒業 ２年以上   ◎ ◎   

●高等学校卒業 ３年以上         

  高等学校卒業 ５年以上         

厚
生
労
働
大
臣
が
指
定

す
る
学
校 

○専門課程(２年)の専修学校卒業 ３年以上         

○専門課程(３年)の専修学校卒業 ２年以上         

○高等課程もしくは一般課程(２年)の専修学校または各種学校

（２年）卒業 
４年以上         

○高等課程もしくは一般課程(３年)の専修学校または各種学校

(３年)卒業 
３年以上         

免許職種に関し、１級または単一等級の技能検定に合格した者 

（｢バルコニー施工｣および｢電子回路接続｣を除く） 
０年 ◎ ◎ ◎   

免許職種に関し、技能検定２級に合格した者 ０年 ◎       

免許職種に関し、実務経験のみ ８年以上         

免許職種に関する職業訓練指導

員試験 

実技試験合格者 － ◎       

系基礎学科合格者 －   ◎     

専攻学科合格者 －     ◎   

指導方法合格者 －       ◎ 

免許職種と同一系の職業訓練指導員免許の交付を受けた者 －   ◎   ◎ 

免許職種と同一系でない職業訓練指導員免許の交付を受けた者 －       ◎ 

 (注) １ ｢受験資格｣欄： ○ 免許職種に対応する課程を修了、● 免許職種に関する学科を履修していること 

       ２  実務経験年数は当該免許職種に限る       

        ３ ｢免除の範囲｣欄： ◎ 免除される実技または学科        
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 職業訓練指導員試験の受験資格および免除の範囲（その２） 

免許職種 受験することができる者 
試験の免除を受けることができ

る者 

免除の範囲 

実 

技 

学   科 

関連学科 
指 導 

方 法 
系基礎 

学 科 

専 攻 

学 科 

溶接科 

労働安全衛生規則によるガス溶接作

業主任者免許もしくはガス溶接技能

講習の修了証を有するもの、または

ボイラーおよび圧力容器安全規則に

よるボイラー溶接士免許を有する者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボイラーおよび圧力容器安全規則に

よる特別ボイラー溶接士免許を有す

る者 

◎ ◎ ◎ 

  

一般社団法人日本溶接協会が認証す

る溶接技能者資格のうち、以下の①

から③までの全ての技能を有するこ

とを証明する種類の資格を有する者 

◎   

 

一般社団法人日本溶接協会が認証す

る溶接作業指導者資格を有する者 

建  設 

機械科 

建設業法施行令による建設機械施工

の技術検定の合格証明書を有する者 

建設業法施行令による建設機械施工

の１級の技術検定の合格証明書を有

する者 

 ◎ ◎ 

  

冷凍空調 

機 器 科 

高圧ガス保安法による第一種冷凍機

械責任者、第二種冷凍機械責任者ま

たは第三種冷凍機械責任者の免状を

有する者 

高圧ガス保安法による第一種冷凍機

械責任者の免状を有する者  ◎ ◎ 

  

発変電科 

電気事業法施行規則による第一種ボ

イラー・タービン主任技術者または

第二種ボイラー・タービン主任技術

者の免除を有する者 

電気事業法施行規則による第一種ボ

イラー・タービン主任技術者の免状

を有する者 

 ◎ ◎ 

  

電気科 

電気事業法施行規則による第一種電

気主任技術者、第二種電気主任技術

者もしくは第三種電気主任技術者の

免状を有する者、改正前の航空機製

造事業法施行規則による電気機器国

家試験の合格証を有する者またはエ

ネルギーの使用の合理化に関する法

律によるエネルギー管理士の免状を

有する者 

電気事業法施行規則による第一種電

気主任技術者、第二種電気主任技術

者もしくは第三種電気主任技術者の

免状を有する者、改正前の航空機製

造事業法施行規則による電気機器国

家試験の合格証を有する者またはエ

ネルギーの使用の合理化に関する法

律によるエネルギー管理士の免状を

有する者 

 ◎ ◎ 

  

送配電科 

電気事業法施行規則による第一種電

気主任技術者、第二種電気主任技術

者または第三種電気主任技術者の免

状を有する者 

電気事業法施行規則による第一種電

気主任技術者、第二種電気主任技術

者または第三種電気主任技術者の免

状を有する者 

 ◎ ◎ 

  

電  気 

工事科 

電気事業法施行規則による第一種電

気主任技術者、第二種電気主任技術

者もしくは第三種電気主任技術者の

免状を有する者、エネルギーの使用

の合理化に関する法律によるエネル

ギー管理士の免状を有する者、建設

業法施行令による電気工事施工管理

の技術検定の合格証明書を有する者

または電気工事法による第一種電気

工事士の免状を有する者 

電気工事法による第一種電気工事士

の免状を有する者 

(*1 : 実技試験のうち電気工事のみ免

除) 

*1 

△ 
  

  

電気事業法施行規則による第一種電

気主任技術者、第二種電気主任技術

者もしくは第三種電気主任技術者の

免状を有する者、またはエネルギー

の使用の合理化に関する法律による

エネルギー管理士の免状を有する者 

 ◎ ◎ 
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免許職種 受験することができる者 
試験の免除を受けることができ

る者 

免除の範囲 

実 
技 

学   科 

関連学科 
指 導 

方 法 
系基礎 

学 科 

専 攻 

学 科 

電子科 

電波法による第１級陸上無線技

術士もしくは第２級陸上無線技

術士もしくは第１級アマチュア

無線技士もしくは第２級アマチ

ュア無線技士の免許を有する者

または改正前の航空機製造事業

法施行規則による電子機器国家

試験の合格証を有する者 

電波法による第１級陸上無線技

術士の免許を有する者 
◎ ◎ ◎ 

  

改正前の航空機製造事業法施行

規則による電子機器国家試験の

合格証を有する者  ◎ ◎ 

  

自動車 

整備科 

自動車整備士技能検定規則によ
る１級四輪自動車整備士、１級二
輪自動車整備士、２級ガソリン自
動車整備士、２級ジーゼル自動車
整備士、２級三輪自動車整備士ま
たは２級二輪自動車整備士の技
能検定の合格証書を有する者 

自動車整備士技能検定規則によ
る１級四輪自動車整備士、１級二
輪自動車整備士、２級ガソリン自
動車整備士、２級ジーゼル自動車
整備士、２級三輪自動車整備士ま
たは２級二輪自動車整備士の技
能検定の合格証書を有する者 

◎ ◎ ◎  

自動車 

車  体 

整備科 

自動車整備士技能検定規則によ
る１級四輪自動車整備士、２級ガ
ソリン自動車整備士、２級ジーゼ
ル自動車整備士、２級三輪自動車
整備士または自動車車体整備士
の技能検定の合格証書を有する
者 

自動車整備士技能検定規則によ
る１級四輪自動車整備士、２級ガ
ソリン自動車整備士、２級ジーゼ
ル自動車整備士または２級三輪
自動車整備士の技能検定の合格
証書を有する者 

(*1 : 自動車整備(内燃機関除く)) 

(*2 : 車枠および車体整備法除
く) 

*1 

△ 
◎ 

*2 

△ 
 

自動車整備士技能検定規則によ
る自動車車体整備士の技能検定
の合格証書を有する者 

◎ ◎ ◎  

航空機 

製造科 

航空機製造事業法施行規則によ
る航空機国家試験の合格証を有
する者 

航空機製造事業法施行規則によ
る航空機国家試験の合格証を有
する者 

 ◎ ◎  

航空機 

整備科 

航空機製造事業法施行規則によ
る航空機国家試験の合格証を有
する者および航空法による１等
航空整備士もしくは２等航空整
備士または航空工場整備士の資
格についての航空従事者技能証
明書を有する者 

航空機製造事業法施行規則によ
る航空機国家試験の合格証を有
する者 

 ◎ ◎  

航空法による１等航空整備士、も
しくは２等航空整備士または航
空工場整備士の資格についての
航空従事者技能証明書を有する
者 

◎ ◎ ◎  

建築科 
建築士法による１級建築士また
は２級建築士の免許を有する者 

建築士法による１級建築士の免
許を有する者 

 ◎ ◎  

枠組壁 

建築科 

ブロック 

建築科 

防水科 

プレハブ 

建 築 科 

熱絶縁科 

エネルギーの使用の合理化に関
する法律によるエネルギー管理
士の免状を有する者 

エネルギーの使用の合理化に関
する法律によるエネルギー管理
士の免状を有する者 

 ◎ ◎  

測量科 

測量法による測量士または測量
士補の試験の合格証書を有する
者 

測量法による測量士の試験の合
格証書を有する者 

◎ ◎ ◎  
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免許職種 受験することができる者 
試験の免除を受けることができ

る者 

免除の範囲 

実 
技 

学   科 

関連学科 
指 導 

方 法 
系基礎 

学 科 

専 攻 

学 科 

ボイラー
科 

ボイラーおよび圧力容器安全規
則による特級ボイラー技士もし
くは１級ボイラー技士の免許を
有する者、電気事業法施行規則
によるボイラー・タービン主任
技術者の免状を有する者または
エネルギーの使用の合理化に関
する法律によるエネルギー管理
士の免状を有する者 

ボイラーおよび圧力容器安全規
則による特級ボイラー技士の免
許を有する者または電気事業法
施行規則によるボイラー・ター
ビン主任技術者の免状を有する
者 

◎ ◎ ◎  

エネルギーの使用の合理化に関
する法律によるエネルギー管理
士の免状を有する者 

 ◎ ◎  

電  気 

通信科 

電波法による第１級総合無線通
信士、第２級総合無線通信士も
しくは第３級総合無線通信士ま
たは航空無線通信士の免許を有
する者 

電波法による第１級総合無線通
信士の免許を有する者 

◎ ◎ ◎  

臨  床 

検査科 

医師法による医師国家試験、歯
科医師法による歯科医師国家試
験または獣医師法による獣医師
国家試験の合格証書を有する者
および臨床検査技師、衛生検査
技師等に関する法律による臨床
検査技師の免状を有する者 

医師法による医師国家試験、歯
科医師法による歯科医師国家試
験または獣医師法による獣医師
国家試験の合格証を有する者 

◎ ◎ ◎  

臨床検査技師、衛生検査技師等
に関する法律による臨床検査技
師の免許を有する者 

 ◎ ◎  

事務科 

公認会計士法による公認会計士
試験の第２次試験もしくは第３
次試験または税理士法による税
理士試験に合格したことを証す
る書面を有する者および商工会
議所法に基づいて商工会議所が
行う簿記に関する１級の技能の
検定の合格証明書を有する者 

公認会計士法による公認会計士
試験の第２次試験もしくは第３
次試験または税理士法による税
理士試験に合格したことを証す
る書面を有する者 

◎ ◎ ◎  

商工会議所法に基づいて商工会
議所が行う簿記に関する１級の
技能の検定の合格証明書を有す
る者 

(*1 : 実技試験のうち簿記) 

(*2 : 学科試験のうち簿記) 

*1 

△ 
 

*2 

△ 
 

和裁科 

商工会議所法に基づいて商工会
議所が行う和裁に関する１級ま
たは２級の技能の検定の合格証
書を有する者 

商工会議所法に基づいて商工会
議所が行う和裁に関する１級ま
たは２級の技能の検定の合格証
書を有する者 

◎    

情  報 

処理科 

情報処理技術者試験規則の規定
によるシステム監査技術者試
験、アプリケーションエンジニ
ア試験、ネットワークスペシャ
リスト試験もしくは第１種情報
処理技術者試験または情報処理
技術者試験規則の一部を改正す
る省令による改正前の情報処理
技術者試験規則による情報処理
システム監査技術者試験、特種
情報処理技術者試験もしくはオ
ンライン情報処理技術者試験の
合格証書を有する者 

情報処理技術者試験規則の規定
によるシステム監査技術者試験
もしくはアプリケーションエン
ジニア試験または平成６年省令
による改正前の情報処理技術者
試験規則による情報処理システ
ム監査技術者試験もしくは特種
情報処理技術者試験の合格証書
を有する者 

 ◎ ◎  

建築物 

衛  生 

管理科 

建築物における衛生的環境の確
保に関する法律による建築物環
境衛生管理技術者の免状を有す
る者 

 

 

 

 

建築物における衛生的環境の確
保に関する法律による建築物環
境衛生管理技術者の免状を有す
る者  ◎ ◎  
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免許職種 受験することができる者 
試験の免除を受けることができ

る者 

免除の範囲 

実
技 

学    科 

関連学科 指
導
方
法 

系基礎
学 科 

専 攻 

学 科 

介護サー
ビス科 

児童福祉法による保育士登録証
を有する者、保健師助産師看護
法による保健師、助産師、看護師
もしくは准看護師の免許を有す
る者、教育職員免許法による養
護教諭の免許状を有する者、理
学療法士および作業療法士法に
よる理学療法士もしくは作業療
法士の免許を有する者、社会福
祉士および介護福祉法による社
会福祉登録証もしくは介護福祉
士登録証を有する者、精神保健
福祉法による精神保健福祉士登
録証を有する者または就学前の
子どもに関する教育、保育等の
総合的な提供の推進に関する法
律による保育教諭の資格を有す
る者 

次の①～⑨のいずれかに該当す
る者 

①児童福祉法による保育士登録
証を有る者で実務経験(※)を有
し、かつ実務者研修修了（＊）し
た者 

②保健師助産師看護法による保
健師、助産師もしくは看護師の
免許を有する者 

③保健師助産師看護法による准
看護師の免許を有する者で実務
経験(※)を有する者 

④教育職員免許法による養護教
諭の免許状を有する者で実務経
験(※)有する者、もしくは実務者
研修修了（＊）した者 

⑤理学療法士および作業療法士
法による理学療法士もしくは作
業療法士の免許を有する者で実
務経験(※)を有する者 

⑥社会福祉士および介護福祉法
による社会福祉登録証を有する
者で実務者研修修了（＊）した者 

⑦社会福祉士および介護福祉法
による介護福祉士登録証を有す
る者 

⑧精神保健福祉法による精神保
健福祉士登録証を有する者で実
務者研修修了（＊）した者 

⑨就学前の子どもに関する教
育、保育等の総合的な提供の推
進に関する法律による保育教諭
の資格を有する者で実務経験
(※)を有し、かつ実務者研修修了
（＊）した者 

 

（※）介護サービス科に関し７
年以上の実務経験の有する者 

（＊）社会福祉士および介護福
祉法第４０条第２項第５号の規
定に該当する者（＝いわゆる「介
護福祉士実務者研修」を修了し
た者） 

◎ ◎ ◎  

◎ 免除される実技または学科 
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職業訓練指導員試験実施状況 （単位：人）※合格者数は一部合格を除く 

免 許 職 種 
平成 29 年度まで 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 計 

申請者 合格者 申請者 合格者 申請者 合格者 申請者 合格者 申請者 合格者 

園芸科 2 2       2 2 

造園科 26 16 1 0 2 1   29 17 

鋳造科 5 4       5 4 

塑性加工科 25 11       25 11 

溶接科 3 3       3 3 

構造物鉄工科 5 3       5 3 

機械科 188 96 2 2 1 1 3 0 194 99 

仕上げ科 27 9       27 9 

機械検査科 6 2       6 2 

電子科 23 22 1 1 2 2   26 25 

電気科 11 7       11 7 

コンピュータ制御科 2 2       2 2 

電気工事科 1 0       1 0 

自動車車体整備科 2 2     1 0 3 2 

自動車整備科 298 248 4 3 11 7 17 11 330 269 

鉄道車両科 1 0       1 0 

時計科 1 1 1 1   1 0 3 2 

内燃機関科 1 1       1 1 

農業機械科 2 2       2 2 

洋裁科 345 130       345 130 

和裁科 2 2       2 2 

木工科 1 1       1 1 

プラスチック製品科 3 2       3 2 

石材科 31 22       31 22 

パン・菓子科 5 4       5 4 

建築科 182 87 3 1   2 0 187 88 

とび科 1 1       1 1 

屋根科 19 12       19 12 

建築板金科 34 18 2 1 1 1   37 20 

スレート科 1 1       1 1 

サッシ・ガラス施工科 2 0       2 0 

畳科 7 5       7 5 

インテリア科 1 0       1 0 

左官・タイル科 50 15       50 15 

ブロック建築科 105 8       105 8 

冷凍空調機器科 4 4       4 4 

配管科 108 47       108 47 

測量科 2 2       2 2 

建築物設備管理科 1 1       1 1 

化学分析科 1 1       1 1 

公害分析科 1 1       1 1 

塗装科 49 24     1 0 50 24 

事務科 2 2       2 2 

介護サービス科     1 0 1 0 2 0 

理容科 217 133       217 133 

美容科 13 1       13 1 

調理科 40 34       40 34 

日本料理科 9 7       9 7 

中国料理科 3 3       3 3 

西洋料理科 3 3       3 3 

フラワー装飾科 6 4       6 4 

メカトロニクス科 1 1       1 1 

合   計 1,878 1007 14 9 18 12 26 11 1,936 1,039 
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３ 職業訓練指導員講習 

 職業能力開発促進法施行規則第 39 条第１号の規定に基づく講習として、職業訓練指

導員として必要な「指導方法」等に関する能力を付与することを目的として実施してい

る。 

 一定の要件を満たす者がこの講習を受講し修了することにより、本人の申請に基づ

き、知事から職業訓練指導員免許が交付される。 

 

職業訓練指導員講習の内容 

講習科目 時間数 内容の説明 

１ 職業訓練原理 4 職業訓練の沿革、意義、目的、職業訓練担当者等 

２ 教科指導法 16 
訓練実施計画、指導の準備、指導の進め方、教材の活用、

訓練評価等 

３ 労働安全衛生 3 安全管理、安全の確保、衛生管理、衛生と作業環境等 

４ 訓練生の心理 7 訓練生の選抜、訓練生の特質の理解、技能の習得等 

５ 生活指導 6 生活指導の分野、生活指導の方法等 

６ 関係法規等 4 職業能力開発促進法、職業安定関係法、労働基準関係法等 

７ 事例研究 6 作業分解、指導案、訓練実施計画、指導記録等の事例研究 

（確認テスト） 2   

計 48   

 

 

   職業訓練指導員講習実施状況  

     開催回数等 

年 度 
回 数(回) 受講状況(人) 修了者数(人) 

平成 27 年度 1  11  11  

平成 28 年度 1  7  7  

平成 29 年度 1  7  7  

平成 30 年度 1  18  18  

令和元年度 １ 20  20  

令和 2年度 0 0 0 
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第６章 技能振興 

１ 技能検定 

 技能検定は、「働く人々の有する技能を一定の基準により検定し、国として証明する 

国家検定制度」で、技能に対する社会一般の評価を高め、働く人々の技能と地位の向上 

を図ることを目的として、職業能力開発促進法に基づき実施されている。 

 技能検定には、職種ごとに等級を区分する特級、１級、２級、３級と、等級を区分し

ない単一の等級（以下「単一等級」という。）がある。また、随時に実施する２級、３

級および基礎級（平成 29 年 11 月１日より基礎１級と基礎２級が統合）がある。 

検定職種は全部で 130 職種（※）であり、試験は、学科試験と実技試験によって行わ

れる。 

 特級、１級および単一等級の合格者には厚生労働大臣から、２級（随時２級を含

む。）および３級（随時３級を含む。）の合格者には都道府県知事から合格証書と技能

士章が、基礎級の合格者には合格証書が交付され、技能士と称することができる。 

 なお、平成 29年度後期技能検定から、日本のものづくり分野に従事する若者の確保・

育成を目的として、35歳未満の者が技能検定を受ける際の受検料を一部減額することと

した。 

  ※ 都道府県が実施する職種：111 職種 / 指定試験機関が実施する職種：19 職種 

 

技能検定（定期試験）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成28年度
までの累計

平成29年度 平成30年度 令和元年度 計

受検申請者数 （人） 1,674 66 74 66 1,880

合 格 者 数 （人） 551 11 28 10 600

合 格 率 （％） 32.9 16.7 37.8 15.2 31.9

受検申請者数 （人） 39,472 689 625 605 41,391

合 格 者 数 （人） 15,046 276 231 241 15,794

合 格 率 （％） 38.1 40.1 37.0 39.8 38.2

受検申請者数 （人） 70,588 1,037 971 1,008 73,604

合 格 者 数 （人） 26,755 454 425 423 28,057

合 格 率 （％） 37.9 43.8 43.8 42.0 38.1

受検申請者数 （人） 7,574 579 545 551 9,249

合 格 者 数 （人） 5,060 392 314 397 6,163

合 格 率 （％） 66.8 67.7 57.6 72.1 66.6

受検申請者数 （人） 1,093 16 7 4 1,120

合 格 者 数 （人） 528 9 2 3 542

合 格 率 （％） 48.3 56.3 28.6 75.0 48.4

受検申請者数 （人） 120,401 2,387 2,222 2,234 127,244

合 格 者 数 （人） 47,940 1,150 1,000 1,074 51,164

合 格 率 （％） 39.8 48.2 45.0 48.1 40.2

単
一
等
級

合
計

３
級

区　　　分

特
級

１
級

２
級
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技能検定（随時試験）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成 29 年 11 月１日より「基礎１級」および「基礎２級」を「基礎級」に統合 
※１ 平成 29 年４月１日～10 月 31 日 
※２ 平成 29 年 11 月１日～平成 30 年３月 31 日 
 

職種（作業）別技能検定合格者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ※２

受検申請者数 （人） 6 6

合 格 者 数 （人） 0 0

合 格 率 （％） 0 0

受検申請者数 （人） 16 74 123 690 976 1,879

合 格 者 数 （人） 9 28 22 133 144 336

合 格 率 （％） 56.3 37.8 17.9 19.3 14.8

受検申請者数 （人） 597 1,280 1,857 3,734

合 格 者 数 （人） 551 1,135 1,661 3,347

合 格 率 （％） 92.3 88.7 89.4 89.6

受検申請者数 （人） 2 2

合 格 者 数 （人） 2 2

合 格 率 （％） 100.0 100.0

受検申請者数 （人） 11,928 686 12,614

合 格 者 数 （人） 10,629 628 11,257

合 格 率 （％） 89.1 91.5 89.2

計
平成28年度
までの累計

基
礎
２

級

基
礎
１
級

随
時
３
級

基

礎
級

区　　　分
令　和
元年度

平成29年度 平　成
30年度

随
時
２
級

【特級】 （単位：人）

技能検定職種
平成28年度
までの累計

平成29年度 平成30年度 令和元年度 計

鋳造 1 1 2

金属熱処理 5 0 2 1 8

機械加工 85 2 8 4 99

放電加工 6 1 1 8

金型製作 1 0 1

金属プレス加工 33 0 2 35

工場板金 8 1 2 1 12

仕上げ 45 0 1 46

機械検査 65 5 70

ダイカスト 8 0 1 9

機械保全 132 0 132

電子機器組立て 28 1 29

電気機器組立て 9 2 11

半導体製品製造 19 19

プリント配線板製造 25 2 27

自動販売機調整 11 0 11

内燃機関組立て 14 0 1 1 16

空気圧装置組立て 5 2 1 8

油圧装置調整 4 1 5

建設機械整備 6 1 7

プラスチック成形 41 1 2 1 45

計 551 11 28 10 600
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【１級および２級】

１級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 １級 ２級

園芸装飾 室内園芸装飾作業 27 40 1 1 1 29 41

造園 造園工事作業 552 728 3 8 7 9 562 745

鋳鉄鋳物鋳造作業 31 79 1 3 1 5 33 87

非鉄金属鋳物鋳造作業 1 1 0 0 1 7 2 8

ハンマ型鍛造作業 34 43 2 0 1 37 43

プレス型鍛造作業 51 177 5 1 52 182

一般熱処理作業 116 354 10 27 7 18 133 399

浸炭・浸炭窒化・窒化処理作業 36 58 5 6 3 6 44 70

高周波・炎熱処理作業 38 123 8 19 6 5 52 147

成形・再圧縮作業 0 7 0 7

焼結作業 0 4 0 4

普通旋盤作業 331 1,085 4 28 6 21 341 1,134

タレット旋盤作業（H20年まで） 1 5 － － 1 5

形削り盤作業（H20年まで） 2 7 － － 2 7

平削り盤作業（H20年まで） 8 6 － － 8 6

数値制御旋盤作業 61 152 3 6 3 11 67 169

立旋盤作業 1 0 1 0

フライス盤作業 181 366 2 9 3 2 186 377

数値制御フライス盤作業 102 167 7 8 9 4 118 179

ボール盤作業 7 21 7 21

数値制御ボール盤作業 2 9 2 9

横中ぐり盤作業 16 23 16 23

ジグ中ぐり盤作業 17 18 1 18 18

平面研削盤作業 177 330 3 8 1 9 181 347

円筒研削盤作業 51 165 1 1 51 167

心無し研削盤作業 20 15 0 20 15

ホブ盤作業 4 3 0 1 4 4

ラップ盤作業 0 7 0 0 0 7

マシニングセンタ作業 137 231 7 11 7 16 151 258

精密器具製作作業 26 19 26 19

けがき作業 2 0 2 0

形彫り放電加工作業 9 28 9 28

数値制御形彫り放電加工作業 22 45 1 23 45

ワイヤ放電加工作業 31 81 1 4 3 35 85

プレス金型製作作業 18 29 2 18 31

プラスチック成形用金型製作作業 23 30 1 2 24 32

金属プレス加工 金属プレス作業 324 426 5 3 4 9 333 438

製缶作業 48 94 1 6 5 49 105

構造物鉄工作業 80 150 2 2 2 82 154

構造物現図作業 3 1 4 7 1

内外装板金作業 396 298 1 4 6 400 305

ダクト板金作業 12 3 1 2 13 5

曲げ板金作業 35 71 35 71

打出し板金作業 3 5 3 5

機械板金作業 77 198 3 10 2 82 208

数値制御タレットパンチプレス板金作業 45 108 3 1 4 52 109

めっき 電気めっき作業 0 4 0 4

金属ばね製造 薄板ばね製造作業 4 21 4 21

治工具仕上げ作業 199 468 3 10 1 3 203 481

金型仕上げ作業 98 74 2 1 101 74

機械組立仕上げ作業 291 806 5 15 8 7 304 828

切削工具研削 工作機械用切削工具研削作業 49 44 1 1 1 2 51 47

機械検査 機械検査作業 478 1,074 6 28 9 493 1,102

ダイカスト コールドチャンバダイカスト作業 37 65 5 3 2 40 72

機械系保全作業 1,598 4,397 1,598 4,397

電気系保全作業 230 729 230 729

設備診断作業 106 93 106 93

電子機器組立て 電子機器組立て作業 175 741 2 4 3 6 180 751

金型製作

鉄工

建築板金

工場板金

鍛造

機械加工

放電加工

金属熱処理

粉末冶金

（単位：人）

技能検定職種

　　　　　　　　　　　　　　　　　実施年度

　      　作業

平成29年度

までの累計
平成30年度 計令和元年度

鋳造

仕上げ

機械保全
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１級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 １級 ２級

配電盤・制御盤組立て作業 45 193 1 2 3 46 198

開閉制御器具組立て作業 7 22 7 22

シーケンス制御作業 61 209 1 2 2 2 64 213

集積回路チップ製造作業 95 615 0 6 95 621

集積回路組立て作業 20 30 3 23 30

プリント配線板設計作業 10 37 0 3 1 3 11 43

プリント配線板製造作業 122 168 2 3 2 124 173

自動販売機調整 自動販売機調整作業 364 655 2 13 3 12 369 680

産業車両整備 産業車両整備作業 1 0 0 0 0 0 1 0

時計修理 時計修理作業 115 211 5 7 115 223

複写機組立て 複写機組立て作業 25 271 0 0 25 271

内燃機関組立て 量産形内燃機関組立て作業 264 519 1 8 16 20 281 547

空気圧装置組立て 空気圧装置組立て作業 298 526 12 45 20 30 330 601

油圧装置調整 油圧装置調整作業 115 106 2 2 5 117 113

建設機械整備 建設機械整備作業 104 183 2 1 2 108 184

農業機械整備 農業機械整備作業 603 806 12 10 7 4 622 820

冷凍空気調和機器施工 冷凍空気調和機器施工作業 97 127 3 3 2 102 130

婦人子供服製造 婦人子供注文服製作作業 65 446 0 1 65 447

紳士服製造 紳士注文服製作作業 5 0 0 0 0 5 0

和裁 和服製作作業 58 343 0 0 0 0 58 343

寝具製作 寝具製作作業 1 0 0 0 0 0 1 0

帆布製品製造 帆布製品製造作業 20 31 0 0 4 11 24 42

機械木工 木工機械整備作業 1 0 0 0 0 0 1 0

木型製作 模型製作作業 30 19 0 0 0 0 30 19

家具製作 家具手加工作業 4 11 0 0 0 0 4 11

木製建具手加工作業 97 108 1 98 108

アルミ製室内建具製作作業（H19年まで） 16 45 ― ― 16 45

印刷箱打抜き作業 22 24 2 1 24 25

印刷箱製箱作業 18 25 2 0 20 25

段ボール箱製造作業 0 2 0 0 0 0 0 2

活版文選作業（H14年まで） 0 5 ― ― ― ― 0 5

活版植字作業（H14年まで） 0 1 ― ― ― ― 0 1

オフセット印刷作業 7 0 3 2 1 1 11 3

凸版印刷作業（H15年まで） 7 2 ― ― 7 2

製本 製本作業 12 9 0 0 12 9

プラスチック成形 射出成形作業 312 1,021 15 17 6 17 333 1,055

強化プラスチック成形 手積み積層成形作業 13 23 13 23

手ろくろ成形作業 1 1 0 0 1 1

鋳込み成形作業（H19年まで） 0 2 ― ― 0 2

絵付け作業 0 2 0 0 0 2

石材加工作業 80 23 0 1 1 81 24

石張り作業 64 29 1 0 1 66 29

石積み作業 29 16 1 0 30 16

洋菓子製造作業 32 68 6 2 6 8 44 78

和菓子製造作業 125 83 1 5 1 126 89

酒造 清酒製造作業 27 2 0 0 0 0 27 2

建築大工 大工工事作業 1,003 575 4 2 5 3 1,012 580

かわらぶき かわらぶき作業 397 328 2 6 6 405 334

とび とび作業 65 12 7 2 5 77 14

左官 左官作業 902 626 3 0 1 906 626

ブロック建築 コンクリートブロック工事作業 28 64 0 0 28 64

タイル張り タイル張り作業 72 47 1 73 47

畳製作 畳製作作業 107 95 0 0 107 95

建築配管作業 301 580 3 2 5 1 309 583

プラント配管作業 23 29 0 0 23 29

型枠施工 型枠工事作業 58 6 3 0 3 64 6

鉄筋施工 鉄筋組立て作業 58 28 0 1 59 28

コンクリート圧送施工 コンクリート圧送工事作業 32 71 5 2 2 39 73

（単位：人）

技能検定職種

　　　　　　　　　　　　　　　　　実施年度

　      　作業

平成29年度

までの累計
平成30年度 計令和元年度

電気機器組立て

半導体製品製造

プリント配線板製造

菓子製造

配管

建具製作

紙器・段ボール箱製造

印刷

陶磁器製造

石材施工

製版
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１級 ２級 １級 ２級 １級 ２級 １級 ２級

ウレタンゴム系塗膜防水工事作業 49 12 0 0 49 12

アクリルゴム系塗膜防水工事作業 162 8 5 0 1 168 8

合成ゴム系シート防水工事作業 15 11 0 0 15 11

塩化ビニル系シート防水工事作業 1 0 0 0 1 0

セメント系防水工事作業 13 1 0 0 13 1

シーリング防水工事作業 17 6 5 0 2 24 6

プラスチック系床仕上げ工事作業 34 43 3 3 1 40 44

カーペット系床仕上げ工事作業 10 35 0 0 10 35

カーテン工事作業 8 11 0 0 8 11

化粧フィルム工事作業 3

保温保冷工事作業 85 26 1 0 3 89 26

吹付け硬質ウレタンフォーム断熱工事作業 46 45 0 0 46 45

カーテンウォール施工 金属製カーテンウォール工事作業 57 22 0 0 57 22

サッシ施工 ビル用サッシ施工作業 58 124 0 0 58 124

自動ドア施工 自動ドア施工作業 8 9 0 0 8 9

ガラス施工 ガラス工事作業 102 101 102 101

ウェルポイント施工 ウェルポイント工事作業 1 0 0 0 1 0

テクニカルイラストレーション手書き作業 12 91 0 0 12 91

立体図仕上げ作業（H20年まで） 2 5 ― ― 2 5

機械製図手書き作業 186 618 2 2 2 190 620

機械製図ＣＡＤ作業 211 470 10 35 10 2 231 507

プラント配管製図作業 15 22 0 0 15 22

電気製図 配電盤・制御盤製図作業 43 59 0 0 43 59

化学分析 化学分析作業 46 189 0 7 0 3 46 199

機械試験作業 2 16 0 0 0 0 2 16

組織試験作業 14 87 1 2 1 16 89

木口彫刻作業 6 0 0 0 0 0 6 0

ゴム印彫刻作業 2 3 0 0 0 0 2 3

表具作業 86 36 0 0 0 0 86 36

壁装作業 116 64 3 1 4 2 123 67

建築塗装作業 450 303 4 4 1 458 304

金属塗装作業 199 421 2 11 4 9 205 441

鋼橋塗装作業 137 49 1 0 0 138 49

広告面ペイント仕上げ作業 33 52 0 0 0 0 33 52

広告面プラスチック仕上げ作業 9 3 0 0 0 0 9 3

広告面粘着シート仕上げ作業 28 49 1 0 1 0 30 49

肖像写真銀塩作業 42 66 0 0 0 0 42 66

肖像写真デジタル作業 0 5 0 0 0 0 0 5

フラワー装飾 フラワー装飾作業 83 152 0 0 0 83 152

スレート施工(H21年まで） スレート工事作業 10 7 ― ― ― ― 10 7

ファインセラミックス製品製造（H22年まで） ファインセラミックス製品製造作業 36 34 ― ― ― ― 36 34

製材のこ目立て（H23年まで） 製材のこ目立て作業 26 10 ― ― ― ― 26 10

建築図面製作（H23年まで） 建築製図手書き作業 1 4 ― ― ― ― 1 4

15,097 26,820 231 425 241 475 15,601 27,742計

防水施工

内装仕上げ施工

（単位：人）

技能検定職種

　　　　　　　　　　　　　　　　　実施年度

　      　作業

平成29年度

までの累計
平成30年度 計令和元年度

表装

塗装

広告美術仕上げ

写真

熱絶縁施工

テクニカルイラストレーション

機械・プラント製図

金属材料試験

印章彫刻
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【単一等級】 （単位：人）

技能検定職種
　　　　　　　　　　　　　　　実施年度
　　作業

平成28年度
までの累計

平成29年度 平成30年度 令和元年度 計

電子回路接続 電子回路接続作業 63 63

製麺 機械生麺製造作業 31 31

樹脂接着剤注入施工 樹脂接着剤注入工事作業 79 2 81

バルコニー施工 金属製バルコニー工事作業 170 0 170

塗料調色 調色作業 17 17

産業洗浄 高圧洗浄作業 163 7 2 3 175

浴槽設備施工（H19年まで） 浴槽設備施工作業 2 － － 2

れんが積み（H23年まで） れんが積み作業 3 － － 3

517 9 2 3 542計

【３級】 （単位：人）

技能検定職種
　　　　　　          　　　　　　　実施年度
　　作業

平成28年度
までの累計

平成29年度 平成30年度 令和元年度 計

園芸装飾 室内園芸装飾作業 247 6 14 14 281

造園 造園工事作業 320 29 34 19 402

一般熱処理作業 50 5 3 2 60

浸炭・浸炭窒化・窒化処理作業 12 5 1 6 24

高周波・炎熱処理作業 44 8 4 1 57

普通旋盤作業 561 57 31 28 677

数値制御旋盤作業 127 5 11 4 147

フライス盤作業 103 9 10 6 128

平面研削盤作業 20 4 4 28

マシニングセンタ作業 106 9 5 4 124

仕上げ 機械組立仕上げ作業 58 6 4 1 69

機械検査 機械検査作業 1,560 105 109 132 1,906

機械系保全作業 220 0 220

電気系保全作業 31 0 31

電子機器組立て 電子機器組立て作業 115 13 19 19 166

配電盤・制御盤組立て作業 35 6 7 6 54

シーケンス制御作業 217 15 8 10 250

時計修理 時計修理作業 307 7 12 16 342

量産形内燃機関組立て作業 445 58 1 80 584

内燃機関組立て作業（H15年まで） 109 － － 109

和裁 和服製作作業 18 0 18

プラスチック成形 射出成形作業 9 2 4 15

建築大工 大工工事作業 194 22 22 18 256

テクニカルイラストレーション テクニカルイラストレーション手書き作業 6 0 6

機械製図手書き作業 8 4 1 2 15

機械製図ＣＡＤ作業 36 12 13 20 81

フラワー装飾 フラワー装飾作業 102 5 1 5 113

5,060 392 314 397 6,163計

内燃機関組立て

機械・プラント製図

金属熱処理

機械加工

機械保全

電気機器組立て
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【随時３級および基礎級】 （単位：人）

　　　　　　　　　　　　実施年度

　　　作　業 随時3級 基礎級 随時3級 基礎級 随時3級 基礎級 随時3級 基礎級

鋳鉄鋳物鋳造作業 3 3 21 1 15 4 21

非鉄金属鋳物鋳造作業 2 4 12 0 4

ハンマ型鍛造作業 1 2

プレス型鍛造作業 5 18 15 0 18

普通旋盤作業 47 6 61 5 53 11 61

数値制御旋盤作業 7 42 7

フライス盤作業 13 3 23 19 3 23

マシニングセンタ作業 4 46 4

金属プレス加工 金属プレス作業 4 59 11 119 7 135 22 119

鉄工 構造物鉄工作業 2 5 1 26 1 5

ダクト板金作業 2 2 2

内外装板金 5

工場板金 機械板金作業 4 1 22 2 57 3 22

電気めっき作業

融融亜鉛めっき作業 6 9

治工具仕上げ作業

金型仕上げ作業 1

機械組立仕上げ作業 37 7 29 63 7 29

機械検査 機械検査作業 11 2 28 36 2 28

ダイカスト コールドチャンバダイカスト作業 2 2 2 2 2 2

電子機器組立て 電子機器組立て作業 7 34 19 166 24 195 50 166

配電盤・制御盤組立て作業 2 3 23 0 3

開閉制御器具組立て作業 3 13 13 0 13

回転電機巻線製作 6

回転電機組立て 6

プリント配線板製造 プリント配線板製造作業 12 32 46 0 32

冷凍空気調和機器施工 冷凍空気調和機器施工作業 2 3 0 0

染色 織物・ニット浸染作業 6 11 6 0 11

婦人子供服製造 婦人子供既製服縫製作業 16 16 17 34 16 58 49 34

紳士服製造 紳士既製服製造作業 2 7 11 0 7

寝具製作 寝具製作作業 3 11 1 9 4 12 8 9

帆布製品製造 帆布製品製造作業 3 － 3 6 0

布はく縫製 ワイシャツ製造作業 3 8 3 0 8

建具製作 木製建具手加工 9

印刷箱打抜き作業 3 3 3 5 3

貼箱製造 1

段ボール箱製造作業 2 10 2

印刷 オフセット印刷作業 3 10 3 5 3 10

製本 製本作業 2 12 2 9 12

圧縮成形作業 20 1 5 0 1

射出成形作業 9 64 18 175 30 222 57 175

インフレーション成形作業 3 10 7 11 7 10

ブロー成形作業 1 0 0

強化プラスチック成形 手積み積層成形作業 1 9 15 0 9

石材施工 石材加工作業 1 1

パン製造 パン製造作業 1 1 0 1

ハム・ソーセージ・ベーコン製造 ハム・ソーセージ・ベーコン製造作業 3 1 1 0

水産練り製品製造 かまぼこ製品製造作業 15 3 22 0 3

建築大工 大工工事作業 1 16 4 40 4 14 9 40

とび とび作業 6 29 11 56 9 51 26 56

左官 左官作業 － 1 6 1 26 2 6

タイル張り タイル張り作業 1 4 7 2 11 3 7

建築配管作業 2 4 2

プラント配管作業 2 0 0

型枠施工 型枠工事作業 2 8 2 9 2 8

鉄筋施工 鉄筋組立て作業 17 5 41 49 5 41

コンクリート圧送施工 コンクリート圧送工事作業 3 3 3

防水施工 シーリング防水工事作業 46 2 5 2 0

内装仕上げ施工 ボード仕上げ工事作業 5 1 7 8 7

熱絶縁施工 保温保冷工事作業 1 4 1

サッシ施工 ビル用サッシ施工作業 2 2

表装 壁装 2

建築塗装作業 4 3 4 14 4 3

金属塗装作業 15 28 6 75 6 28

噴霧塗装作業 13 24 2 45 2 45

工業包装 工業包装作業 11 45 4 70 4 70

50 551 119 1,135 144 1,626 301 1,173

平成29年11月１日より「基礎１級」および「基礎２級」を「基礎級」に統合

※１ 平成29年11月１日～平成30年３月31日まで

電気機器組立て

配管

プラスチック成形

塗装

計

紙器・段ボール箱製造

計
技能検定職種

平成29年度
までの累計

平成30年度 令和元年度

鋳造

機械加工

鍛造

めっき

仕上げ

建築板金
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【基礎1級および基礎2級】 （単位：人）

　　　　　　　　　　　　実施年度

　　　作　業 基礎1級 基礎2級 基礎1級 基礎2級 基礎1級 基礎2級 基礎1級 基礎2級

鋳鉄鋳物鋳造作業 72 6 6 0 84

銅合金鋳物鋳造作業 26 0 26

軽合金鋳物鋳造作業 27 0 27

非鉄金属鋳物鋳造 21 10 7 0 38

ハンマ型鍛造作業 201 1 0 202

プレス型鍛造作業 77 17 10 0 104

普通旋盤作業 2 635 67 40 2 742

フライス盤作業 111 10 5 0 126

金属プレス加工 金属プレス作業 746 91 43 0 880

鉄工 構造物鉄工作業 285 7 7 0 299

工場板金 機械板金作業 168 13 14 0 195

電気めっき作業 11 0 11

溶融亜鉛めっき作業 95 3 6 0 104

治工具仕上げ作業 9 0 9

金型仕上げ作業 6 0 6

機械組立仕上げ作業 105 89 2 0 196

機械検査 機械検査作業 140 14 4 0 158

ダイカスト コールドチャンバダイカスト作業 12 2 0 14

機械保全 機械系保全作業 213 0 213

電子機器組立て 電子機器組立て作業 739 95 43 0 877

変圧器組立て作業 2 0 2

配電盤・制御盤組立て作業 161 3 0 164

開閉制御器具組立て作業 4 3 0 7

プリント配線板製造 プリント配線板製造作業 545 29 11 0 585

冷凍空気調和機器施工 冷凍空気調和機器施工作業 16 2 0 18

糸浸染作業 9 0 9

織物・ニット浸染作業 64 0 64

婦人子供服製造 婦人子供既製服製造作業 1,010 52 49 0 1,111

紳士服製造 紳士既製服製造作業 125 5 7 0 137

寝具製作 寝具製作作業 142 16 8 0 166

帆布製品製造 帆布製品製造作業 128 11 3 0 142

布はく縫製 ワイシャツ製造作業 189 8 9 0 206

家具製作 家具手加工作業 20 0 20

建具製作 木製建具手加工作業 1 2 3

印刷箱打抜き作業 7 3 3 0 13

印刷箱製箱作業 7 0 7

貼箱製造作業 4 0 4

印刷 オフセット印刷作業 108 6 6 0 120

製本 製本作業 80 9 3 0 92

圧縮成形作業 184 12 2 0 198

射出成形作業 1,175 146 125 0 1,446

インフレーション成形作業 34 4 12 0 50

ブロー成形作業 12 11 0 23

強化プラスチック成形 手積み積層成形作業 75 5 4 0 84

石材施工 石材加工作業 8 1 0 9

パン製造 パン製造作業 22 4 4 0 30

ハム・ソーセージ・ベーコン製造 ハム・ソーセージ・ベーコン製造作業 6 3 0 9

水産練り製品製造 かまぼこ製品製造作業 223 18 29 0 270

建築大工 大工工事作業 216 38 17 0 271

とび とび作業 261 52 40 0 353

左官 左官作業 14 3 0 17

タイル張り タイル張り作業 5 6 0 11

建築配管作業 3 0 3

プラント配管作業 2 0 2

型枠施工 型枠工事作業 56 16 9 0 81

鉄筋施工 鉄筋組立て作業 258 17 20 0 295

防水施工 シーリング防水工事作業 60 12 0 72

内装仕上げ施工 ボード仕上げ工事作業 4 6 10

サッシ施工 ビル用サッシ施工作業 74 4 0 78

表装 壁装作業 3 0 3

建築塗装作業 56 6 1 0 63

金属塗装作業 318 25 17 0 360

噴霧塗装作業 97 9 12 0 118

工業包装 工業包装作業 178 12 30 0 220

2 9,660 0 969 0 628 2 11,257

平成29年11月１日より「基礎１級」および「基礎２級」を「基礎級」に統合

※１ 平成29年４月１日～10月31日まで

鋳造

鍛造

機械加工

計
技能検定職種

平成27年度

までの累計
平成28年度 平成29年度 ※１

仕上げ

めっき

配管

計

紙器・段ボール箱製造

プラスチック成形

塗装

電気機器組立て

染色
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技能検定の受検資格（受検に必要な実務経験年数一覧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 技能検定に関する学科、訓練科または免許職種に限る。 

※２ 学校教育法による大学、短期大学または高等学校と同等以上と認められる外国の学校または他法令学校を卒業した者は学校教

育法に基づくそれぞれのものに準ずる。 

※３ 大学入学資格付与課程、大学編入資格付与課程および大学院入学資格付与課程の専修学校を除く。 

※４ 職業訓練法の一部を改正する法律（昭和 53 年法律第 40 号）の施行前に、改正前の職業訓練法に基づく高等訓練課程または特

別高等訓練課程の養成訓練を修了した者は、それぞれ改正後の職業能力開発促進法に基づく普通課程の普通職業訓練または

専門課程の高度職業訓練を修了したものとみなす。また、職業能力開発促進法の一部を改正する法律（平成４年法律第 67 号）の

施行前に、改正前の職業能力開発促進法に基づく専門課程の養成訓練を修了した者は、専門課程の高度職業業訓練を修了した

ものとみなし、改正前の職業能力開発促進法に基づく普通課程の養成訓練または職業転換課程の能力再開発訓練（いずれも 800

時間以上のものに限る。）を修了した者はそれぞれ改正後の職業能力開発促進法に基づく普通課程または短期課程の普通職業

訓練を修了したものとみなす。 

※５ 短期養成課程の指導員訓練の修了者については、訓練修了後に行われる能力審査（職業訓練指導員試験に合格した者と同等

以上の能力を有すると職業能力開発総合大学校の長が認める審査）に合格しているものに限る。 

※６ 総訓練時間が 700 時間未満のものを含む。 

※７ ３級の技能検定については、検定職種に関する学科に在学する者および検定職種に関する訓練科において職業訓練を受けてい

る者等も受検できる。 

※８ 検定職種に関し実務の経験を有する者について、受検資格を認めることとする。 

※９ 当該学校が厚生労働大臣の指定を受けたものであるか否かに関わらず、受検資格を付与する。 

 

 

(単位：年)

特級 １級 ２級

１級
合格後

２級
合格後

３級
合格後

３級
合格後

７ ２
０

※７
３

６ ０ ０ １

５ ０ ０ ０

４ ０ ０ ０

 800時間以上 ６

1600時間以上 ５

3200時間以上 ４ ０

短期課程の普通職業訓練修了　※４ 700時間以上 ６ ０
０

※９
１

2800時間未満 ５ １

2800時間以上 ４ ０

３ １ ２ ０ ０ ０

０
０ ０

０
※５

０ ０

－ － － ０

０ ０ ０ ０

受検対象者
※１

３級
(※６)

単一
等級

実務経験のみ

２ ４

０

応用課程または特定応用課程の高度職業訓練修了
1

専門高校卒業　※２
専修学校（大学入学資格付与課程に限る）卒業

短大・高専・高校専攻科卒業　※２
専修学校（大学編入資格付与課程に限る）卒業

大学卒業　※２
専修学校（大学院入学資格付与課程に限る）卒業

専修学校（※３）または
各種学校卒業
（厚生労働大臣が指定したものに限る）

５

１

普通課程の普通職業訓練修了　※４ ０ ０

専門課程または特定専門課程の高度職業訓練修了　※４

０
０

※８

長期課程または短期養成課程の指導員養成訓練修了
1

※５

職業訓練指導員免許取得 １

長期養成課程の指導員養成訓練修了 ０
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２  技能競技大会等 

（１） 滋賀県技能競技大会 

この大会は、技能者の技能習得のための意欲増進と技能に対する社会一般の評価を高めること

によって、技能者の技能水準と社会的・経済的地位の向上に資することを目的に、技能検定の実技

試験と併せて実施している。 

大会参加者のうち県内在住または県内に勤務している者で成績の優秀な者に対しては、滋賀県

知事または滋賀県職業能力開発協会会長から表彰をしている。 

 

（２） 技能五輪滋賀県大会 

この大会は、技能五輪全国大会に派遣する選手を選抜するための滋賀県予選として技能検定の

実技試験に併せて行うもので、この大会で優秀な成績を収めた者は、滋賀県代表として全国大会に

出場することができる。 

また、滋賀県大会において、一定水準以上の成績を修めた者には、競技職種に対応する検定職

種の｢技能証｣が交付され、対応する職種の２級技能検定の実技試験が免除される。（技能五輪単

独職種を除く。） 

 

技能五輪全国大会および国際大会への参加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

年度 累計

区分
(平成27年度

まで)

山形県 栃木県 沖縄県 愛知県 愛知県

333 10 16 14 12 8 393

１　位 20 2 1 23

２　位 20 1 1 1 23

３　位 25 1 0 1 1 1 29

敢闘賞 47 0 2 2 0 0 51

計 112 2 2 6 3 1 126

ｻﾝﾊﾟｳﾛ
（ﾌﾞﾗｼﾞﾙ）

ｱﾌﾞﾀﾞﾋﾞ
（ｱﾗﾌﾞ首長
国連邦）

ロシア連邦
（カザン）

12 2 0 2 16

１　位 1 1

２　位 2 2

３　位 2 2

敢闘賞等 5 2 7

計 10 0 0 2 12

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

計
令和

元年度
令和

２年度

全
国
大
会

開催地

国
際
大
会

開催地

参加者数

入
賞
者
数

参加者数

入
賞
者
数
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（３） 技能グランプリ 

この大会は、昭和 56 年から一級技能士全国技能競技大会として開始され、現在は、特級、

１級および単一等級技能士の技能の一層の向上を図り、その地位の向上と技能尊重の気運の

醸成に寄与することを目的に隔年で開催されている。 

 

技能グランプリへの参加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 滋賀県障害者技能競技大会（アビリンピック滋賀） 

この大会は、障害のある方が技能労働者として社会に参加する自信と誇りを持つことができるよ

う、その職業能力の開発の向上を図るとともに、広く障害者に対する社会の理解と認識を高め、その

雇用促進と地位の向上を図ることを目的としており、平成 14 年度に(社)滋賀県障害者雇用促進協

会の主催のもと第１回滋賀県障害者技能競技大会（アビリンピック滋賀）が開催された。 

その後、毎年実施しており、平成 23 年度の第 10 回大会からは(独)高齢・障害・求職者雇用支援

機構滋賀支部の主催、県の共催により開催をしている。 

また、このアビリンピック滋賀は全国障害者技能競技大会（アビリンピック全国大会）の予選を兼

ねており、成績優秀者等については知事の推薦により滋賀県選手団としてアビリンピック全国大会

に派遣している。 

さらに、概ね４年に一度開催される国際アビリンピックへは、過去３回の全国障害者技能競技大

会で優秀な成績を修めた者が出場できる。 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：人）

年度 累計

区分
(平成22年度

まで)

千葉県他 千葉県他 静岡県 兵庫県

137 7 6 2 4 156

5 5

13 1 1 1 16

18 2 0 20

23 1 1 25

59 4 1 0 2 66

開催場所

平成
24年度

平成
26年度

平成
28年度

平成
30年度

計

参加者数

入
賞
者
数

金　賞

銀　賞

銅　賞

敢闘賞

計
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滋賀県障害者技能競技大会の開催状況 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

累計 第16回 第17回 第18回

（平成28年度まで） （平成29年度） （平成30年度） （令和元年度）

45 3 3 3 54

80 10 15 9 114

66 2 1 69

59 7 8 10 84

31 31

99 7 7 7 120

251 26 17 17 311

116 23 25 24 188

14 14

5 3 2 2 12

16 5 3 3 27

112 112

161 1 1 163

23 23

26 6 7 1 40

26 13 14 17 70

0 6 3 7 16

8 8

1130 112 106 108 1456

ＤＴＰ

計

計

（単位：人）

データベース

建築ＣＡＤ

表計算

ビルクリーニング

オフィスアシスタント初級

オフィスアシスタント

機械ＣＡＤ

木工

縫製

各種組立等

ホームページ

製品パッキング

パソコン操作

パソコンデータ入力

喫茶サービス

電子機器組立

ワード・プロセッサ

競技種目

年度　　
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全国障害者技能競技大会への参加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際アビリンピックへの参加状況 

 

 

 

 

  

（単位：人）

年度

区分

ﾆｭｰﾃﾞﾘｰ
（ｲﾝﾄﾞ）

静岡県
（日本）

ｿｳﾙ
（韓国）

ﾎﾞﾙﾄﾞｰ
（ﾌﾗﾝｽ）

0 0 2 0 0 2

0 0 1（銅賞） 0 0 1入賞者数

第６回
（平成15年度）

第７回
（平成19年度）

第８回
（平成23年度）

計

参加者数

累計
(第５回まで)

第９回
（平成27年度）

開催地

年度 累計

区分
(平成27年度

まで)

栃木県 沖縄県 愛知県 愛知県

121 6 10 10 8 7 162

25 4 2 1 0 0 32

（注）平成27年度は、国際アビリンピック開催のため全国大会は開催されていない。

（単位：人）

参加者数

入賞者数

平　成
28年度

平　成
29年度

令　和
２年度

平　成
30年度

計

開催地

令　和
元年度
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３ 滋賀県職業能力開発協会 

昭和 53 年５月に改正された職業訓練法の改正趣旨に基づき、滋賀県職業訓練法人連合会と滋賀

県技能検定協会を統合し、昭和 54 年４月２日に滋賀県職業能力開発協会が設立された。 

働く人々の生涯にわたる職業能力の開発と向上を促進することを目的として、技能検定をはじめと

する技能評価制度の実施および普及促進、民間における職業訓練や職業能力開発の支援、技能尊

重気運向上のための事業などを実施している。 

  

（１） 事務局所在地 

     〒520-0865 滋賀県大津市南郷五丁目２番 14 号 

         ＴＥＬ 077-533-0850   ＦＡＸ 077-533-3909 

 

（２）組織                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）職員配置 

  

会長　 副会長 理事（専務理事1名）
（3名）   （30名）

監事
  （2名）

事務局長 総務課

能力開発課

若年人材育成支援室

滋賀県事業内職業訓練センター
滋賀県視聴覚教材センター

事 務 局 長 （1） 1

課 長 1 1 2

主 査 1 1

主 任 主 事 1 1 2

主 事 1 1

嘱 託 員 1 2 2 5

そ の 他 の 職 員 9 5 14

計 3 15 8 26

令和２年12月１日現在　（単位：人）

計

1

職 名

総
　
務
　
課

能
力
開
発
課

若
者
人
材

育
成
支
援
室
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４ 技能尊重気運の醸成 

社会全般に技術の重要性・必要性をアピールし、技能者の評価を高め、技能者がその能力にふさ

わしい処遇を受けられるよう、また、技能継承および後継者の育成を目的として、功労者の表彰や、若

年者等が優れた技能に触れる機会を提供するなど、技能尊重の社会的気運の高揚を図る諸施策を

実施している。 
  

（１） 人材開発促進月間と技能の日 

技能者の能力を開発し向上させる職業訓練と技能検定をさらに普及していくため、昭和 45 年ア

ジアで初めてわが国で開催された国際職業訓練競技大会（技能五輪国際大会）を記念して、その

開会式が行われた日を「技能の日」とし、その月を「人材開発促進月間」（平成 28 年度までは「職業

能力開発促進月間」）と定め、卓越した技能者の表彰などにより全国的に技能尊重気運を醸成し、

なお一層の高揚を図ることとしている。 

   ・人材開発促進月間      毎年 11 月 

      ・技能の日            毎年 11 月 10 日 
  

（２） 技能振興事業の開催 

① 県下の職業訓練機関および技能者団体等が一体となり、技能尊重気運の高揚を図り、もっ

て本県産業の発展に寄与することを目的に昭和 59 年度から「滋賀県技能フェア」および「お

うみものづくりフェア」等を開催してきた。 

平成 23 年度からは「おうみしごと体験フェスタ」、平成 27 年度からは「しごとチャレンジフェ

スタ」として、小・中学生に様々な職業を紹介するとともに、実際の仕事を体験する場を提供

し、職業観・勤労観を育むきっかけづくりを行い、成長段階に応じた職業教育につなげてい

る。 

また、より多くの参加者を集めるため、平成 25 年度より滋賀県職業能力開発協会が、厚生

労働省から受託して実施する「若年技能者育成支援等事業」の「滋賀県ものづくりフェア」と同

時開催している。 

なお、令和２年度については新型コロナウィルスの感染拡大を受け、「オンラインしごとチャ

レンジフェスタ」としてオンライン開催の予定。 

 

滋賀県技能フェアの実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開　催　会　場 延入場者数(人)

第１回（昭和59年度） 大津市綾羽工業会館 7,000

第２回（昭和60年度） 草津市立総合体育館　 10,000

第３回（昭和62年度） 大津市綾羽工業会館 12,500

第４回（平成元年度） 県立文化産業交流会館 13,500

第５回（平成３年度） 旧八幡南中学校体育館 9,000

第６回（平成５年度） 県立文化産業交流会館 12,000

第７回（平成８年度） 県立文化産業交流会館 13,000

第８回（平成11年度） 県立文化産業交流会館 5,000

第９回（平成14年度） 竜王町総合運動公園 6,000

第10回（平成17年度） 県立長寿社会福祉センター 6,300
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おうみものづくりフェアの実施状況 

 

 

 

 

 

 

おうみしごと体験フェスタの実施状況 

 

 

 

 

 

 

しごとチャレンジフェスタの実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② ものづくり体験教室 

    小中学校の児童・生徒の技能への関心を一層高めることを目的として、保護者 

   とともにものづくりを楽しむことができる機会を提供する「ものづくり体験教 

   室」を平成 10 年度から県立高等技術専門校の各校舎で実施している。 

    なお、令和２年度については新型コロナウィルスの感染拡大を受け、開催を中止した。 

 

ものづくり体験教室の実施状況 

  

開　催　会　場

第１回（平成18年度） 草津高等技術専門校

第２回（平成19年度） 草津高等技術専門校

第３回（平成20年度） 近江高等技術専門校

第４回（平成21年度） 高等技術専門校米原校舎

延来場者数(人)

6,500

7,000

6,000

6,850

開　催　会　場

第１回（平成23年度） 高等技術専門校草津校舎

第２回（平成24年度） 高等技術専門校草津校舎

第３回（平成25年度） 文化産業交流会館、米原市米原公民館

第４回（平成26年度） 文化産業交流会館、米原市米原公民館

延来場者数(人)

4,000

4,000

4,300

4,500

開　催　会　場 延来場者数(人) 延体験者数(人)

第１回（平成27年度） 高等技術専門校草津校舎 4,300 2,455

第２回（平成28年度） 高等技術専門校草津校舎 4,500 2,373

第３回（平成29年度） 竜王町総合運動公園 5,000 2,445

第４回（平成30年度） 竜王町総合運動公園 5,300 2,608

第５回（令和元年度） 長浜バイオ大学ドーム 5,400 3,567

第６回（令和2年度） オンライン開催 － 未定

（単位：人）

参加者数

開催年度
児童・
生徒数

保護者
数

計
児童・
生徒数

保護者
数

計
児童・
生徒数

保護者
数

計

4,572 3,506 8,078 4,879 2,489 7,368 9,451 5,995 15,446

226 205 431 217 232 449 443 437 880

219 188 407 208 不明 208 427 427

221 194 415 196 228 424 417 422 839

208 478 686 191 165 356 399 643 1,042

- - - - - - - - -

5,446 4,571 10,017 5,691 3,114 8,805 11,137 7,497 18,634

草津校舎米原校舎 合　　　計

累積
（平成27年度

まで）

計

令和元年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和２年度
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 （３） 技能者等に対する表彰 

   【厚生労働大臣表彰】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【知 事 表 彰】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 卓越した技能者の表彰（現代の名工） 

厚生労働省において、昭和 42 年に技能者表彰規程（労働省告示第 38 号）が制定され、都道

府県知事または厚生労働省指定団体から推薦された者の中から、卓越した技能者「現代の名工」と

して、表彰されている。 

 

卓越した技能者の表彰 受賞者数 

 累計 
（平成 27 年

度まで） 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 計 

受章者数 69 ２ ０ ３ ２ ０ 76 

 

 

 

表彰名 選考基準 選考方法

卓越した技能者の表彰
（現代の名工）

技能度や功績・貢献度、後進の指導
育成度、現役性等を考慮して選考

知事、全国的な規模の
事業を行う事業主団体
または一般の推薦者が
推薦する者のうちから
厚生労働大臣が委員会
の意見を聞いて決定

認定職業訓練、技能検定及び技能振
興に係る優良事業所、団体又は功労
者に対する厚生労働大臣表彰

訓練実施状況と模範性や訓練振興育
成への貢献度、技能検定への貢献
性・模範性、技能検定委員としての
貢献、また、技能の振興、技能労働
者の処遇・地位の向上への貢献等を
考慮して選考

知事が推薦する者のう
ちから厚生労働大臣が
審査のうえ決定

表彰名 選考基準 選考方法

滋賀県技能者表彰
（おうみの名工）

技能度や功績・貢献度、後進の指導
育成度、現役性等を考慮して選考

市町および団体等が推
薦する者のうちから知
事が有識者等の意見を
聴いて決定

認定職業訓練および技能検定にかか
る優良事業所、団体および功労者な
らびに技能振興にかかる優良事業所
および団体に対する滋賀県知事表彰

訓練実施状況と模範性や訓練振興育
成への貢献度、技能検定への貢献
性・模範性、技能検定委員としての
貢献、また、技能の振興、技能労働
者の処遇・地位の向上への貢献等を
考慮して選考

滋賀県職業能力開発協
会が推薦する者のうち
から知事が審査のうえ
決定

滋賀県技能競技大会成績優秀者表彰
技能検定の各職種（作業）および等
級別に試験の得点を考慮して選考

滋賀県職業能力開発協
会が推薦する者のうち
から知事が審査のうえ
決定

永年勤続技能検定委員表彰
技能検定委員を10年以上勤続してい
る者に対し、委員の功績等を考慮し
て選考

滋賀県職業能力開発協
会が推薦する者のうち
から知事が審査のうえ
決定
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卓越した技能者の表彰 受賞者名簿（平成 26 年度以降 本県分） 

受賞年度 職 種 氏 名 所  属 

平成 26 年度 

金属特殊加工機工 平塚 真康 パナソニック（株）アプライアンス社 

和干菓子製造工 西沢 勝治 （有）とも栄菓舗 

彫金工 小林 正雄 （株）小林彫金工芸 

平成 28 年度 
成形プレス工 松田 正道 日伸工業（株）大津工場 

畳工 神田 泰男 神田たたみ店 

平成 30 年度 

建築大工 東野 貞夫 東野工務店 

宮大工 堀居   進 
社寺建築・株式会社木澤工務店 

滋賀営業所 

西洋料理 

調理人 
角垣   賢 ホテルボストンプラザ草津 

令和元年度 
鋳込工 松林 良蔵 （株）マツバヤシ 

日本料理調理人 清本 健次 （有）清元楼 近江懐石 清元 

 

② 滋賀県技能者表彰（おうみの名工） 

県において、昭和 44 年に滋賀県技能者表彰要綱を定め、県内の産業に従事する現役の技

能者で、関係団体または市町村から推薦されたものの中から、技能の程度が特に優れた

者を滋賀県優秀技能者として決定し、表彰を行っている。 

なお、平成 16年度からは「おうみの名工」と呼び、表彰を受けた者は技能者の模範とし

て、技能の伝承、後継者の育成に取り組むこととしている。 

滋賀県技能者表彰受賞者数 

 

 

 

 

滋賀県技能者表彰 受賞者名簿（平成 30 年度以降） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　累　　計
（平成27年度

まで）
平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 計

受賞者数 792 4 7 5 6 3 817

受賞年度 職　種 氏　名 所　属

日本料理調理人 稲 田 哲 男
ＨＯＴＥＬ＆ＲＥＳＯＲＴＳ　ＮＡＧＡＨＡＭＡ
（大和リゾート株式会社）

左官 入 江 康 雄 入江健左官店

造園工 髙 木 淳 一 株式会社髙木造園

鋳物工 松 林 良 蔵 株式会社マツバヤシ

仏壇蒔絵師 山 本 輝 夫 山本蒔絵店

日本料理調理人 足 立 卓 也
株式会社一圓興産　ホテル事業部
彦根キャッスルリゾート＆スパ

西洋料理調理人 垣 上 昇
京阪ホテルズ＆リゾーツ株式会社
琵琶湖ホテル

フライス盤工 川 﨑 健 パナソニック株式会社アプライアンス社

畳工 神 田 剛 史 神田たたみ店

和生菓子製造工 瀧 澤 敬 市 川口屋

漆工 寺 村 勇 寺村仏壇

ろくろ成形工 小 西 啓 吾 紫香陶房

仏壇木地製造工 葉 茂 政 宏 株式会社　大橋木工所

木製建具製造工 山 元 克 司 山元建具店

令和２年度

令和元年度

平成30年度
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③ 全技連マイスター 

一般社団法人 全国技能士会連合会では、平成 15年度より、ものづくりのプロである技

能士の中で、若者や後継者に対し、持ち前の優れたものづくりのコツや技能を伝承する熱

意のある者を「全技連マイスター」として認定している。 

全技連マイスターは、特級、１級および単一等級の技能士で、20 年以上の実務経験が

あり、優れた技能実績を持ち、後進の育成及び技能の伝承に熱心な技能士として認定され

た者とされている。認定期間は５年間で、５年毎に更新される。 

滋賀県ではこれまで 19名の者が認定され、現在 12名の者が登録されている。 

 

全技連マイスター認定者数（本県分） 

 

 

 

 

全技連マイスター 認定・更新登録者（平成 27 年度以降 本県分） 

 

 

 

 

 

 

  ④ おうみ若者マイスター 

県において、平成 19 年度から、将来の「おうみの名工」を目指す優秀な若年技能者を

おうみ若者マイスターと認定している。 

認定者は技能振興活動への協力により、技能尊重気運の醸成に取り組むこととしてい

る。 

おうみ若者マイスター認定者数         (単位：人)  

 

 

 

 

おうみ若者マイスター認定者名簿（平成 30 年度以降） 

 

 

 

 

 

 

累  　計
(平成27年度

まで)
平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 計

認定者数 15 1 1 2 0 0 19

　累　　計
（平成27年度

まで）
平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 計

認定者数 58 1 4 3 2 2 70

認定年度 認定番号 職種名 氏 名 所　属

064 はんだ付工 松 並 亮 輔 株式会社ピーダブルビー

065 中華料理調理人 東 澤 将 太 ホテルニューオウミ

066 旋盤工 小 野 喜 之 ヤンマー株式会社エンジン事業本部

067 時計・時計類似機器修理工熊 渕 太 一 近江時計眼鏡宝飾専門学校

068 西洋料理調理人 矢野 咲紀子 ホテルボストンプラザ草津

069 フライス盤工 樋 口 貴 大 パナソニック株式会社アプライアンス社

070 溶射工 廣 田 皓 平 株式会社シンコーメタリコン

平成30年度

令和元年度

令和２年度

認定年度 職　　　種 氏 名 所　　　属

平成27年度 石材施工 森 貢 一 全国石材技能士会

平成28年度 調理（日本料理） 清 本 健 次 滋賀県日本調理技能士会

平成29年度 調理（日本料理） 山 岡 和 弘 滋賀県日本調理技能士会

フラワー装飾 伊 勢 村 孝 司 滋賀県フラワー装飾技能士会

調理（日本料理） 山 元 正 人 滋賀県日本調理技能士会
平成30年度
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滋賀県商工観光労働部労働雇用政策課 

〒520-8577  滋賀県大津市京町四丁目１番１号 

Tel：077-528-3755 

Fax：077-528-4873 

E-mail：fe0003@pref.shiga.lg.jp 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ハロートレーニングのロゴマーク 

愛称「ハロトレくん」 

 

 

 

 


